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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（1）連結経営指標等 

 （注）１．上記売上高には消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、第28期までは新株引受権付社債及び転換社債を発行していないた

め、また、第29期からは潜在株式がないため記載しておりません。 

３．第29期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純損益の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 216,934 223,792 220,170 223,592 232,692 

経常損益（百万円） △5,630 1,117 3,096 4,426 4,530 

当期純損益（百万円） △9,708 △439 1,072 1,909 2,627 

純資産額（百万円） 36,491 34,891 35,109 36,547 38,058 

総資産額（百万円） 131,445 128,657 121,477 119,602 120,605 

１株当たり純資産額（円） 549.95 525.91 529.27 551.06 573.94 

１株当たり当期純損益（円） △146.31 △6.63 16.16 28.79 39.62 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 27.8 27.1 28.9 30.6 31.6 

自己資本利益率（％） △19.3 △1.2 3.1 5.3 7.0 

株価収益率（倍） － － 36.94 20.67 23.73 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△2,449 10,805 9,723 9,615 8,841 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△6,321 △5,390 △3,838 △6,181 △5,468 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△14,955 △1,479 △3,934 △4,475 △2,702 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
34,417 38,344 40,291 39,249 39,933 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

3,810 

(661) 

3,781 

(666) 

3,593 

(661) 

3,509 

(674) 

3,505 

(724) 



（2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．上記売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、第28期までは新株引受権付社債及び転換社債を発行していないた

め、また、第29期からは潜在株式がないため記載しておりません。 

３．第28期から自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たりの各数値（配当額は除く。）の

計算については発行済株式数から自己株式数を控除して算出しております。 

４．第29期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純損益の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（百万円） 142,911 154,913 149,269 149,367 154,637 

経常損益（百万円） △4,898 1,067 3,237 2,479 2,337 

当期純損益（百万円） △11,281 △1,916 2,417 1,514 1,686 

資本金（百万円） 13,900 13,900 13,900 13,900 13,900 

発行済株式総数（株） 66,355,000 66,355,000 66,355,000 66,355,000 66,355,000 

純資産額（百万円） 34,211 31,179 32,739 33,779 34,277 

総資産額（百万円） 99,621 95,776 94,697 99,021 103,053 

１株当たり純資産額（円） 515.59 469.96 493.55 509.32 516.93 

１株当たり配当額（円） 

（内１株当たり中間配当額） 

14.00 

(7.00) 

14.00 

(7.00) 

14.00 

(7.00) 

14.00 

(7.00) 

14.00 

(7.00) 

１株当たり当期純損益（円） △170.01 △28.88 36.44 22.83 25.43 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 34.3 32.6 34.6 34.1 33.3 

自己資本利益率（％） △23.1 △5.9 7.6 4.6 5.0 

株価収益率（倍） － － 16.38 26.06 36.96 

配当性向（％） － － 38.4 61.3 55.0 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

1,937 

(498) 

1,814 

(476) 

1,941 

(499) 

1,875 

(528) 

1,843 

(519) 



２【沿革】 

 当社は、三井不動産株式会社の住宅事業を継承して昭和49年10月、三井不動産株式会社及び三井物産株式会社等の

共同出資により、ツーバイフォー工法による住宅の事業化を計画し設立されました。 

 当社の設立からの当社グループ（当社及び関係会社）の沿革は次のとおりであります。 

年月 事項 

昭和49年10月 東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号に三井ホーム株式会社（資本金３億円）を設立。 

昭和50年８月 当社の資材供給センターとして、ホームコンポーネント株式会社を設立。（昭和55年９月、三井

ホームコンポーネント株式会社に商号変更） 

昭和55年４月 当社のアフターサービス・リフォーム部門として、三友ホームサービス株式会社を設立。 

（同年９月、三井ホームサービス株式会社に商号変更） 

昭和55年９月 当社の内装工事・インテリア関連販売部門として、三井ホームインテリア株式会社を設立。 

昭和57年２月 販売施工代理店（ハウジングパートナー）を設立し、ＦＣ（フランチャイズ）システムを本格的

に開始。 

昭和57年10月 本店所在地を東京都新宿区西新宿二丁目１番１号に移転。 

昭和61年11月 賃貸事業経営のソフトウェアサービス会社として、サムコーポレーション株式会社を設立。（平

成２年４月、三井ホームエステート株式会社に商号変更） 

昭和62年７月 三井ホームグループのローンセンターとして、サムファイナンスサービス株式会社を設立。（平

成２年４月、三井ホームリンケージ株式会社に商号変更） 

昭和63年３月 設計のノウハウの蓄積、設計体制の強化を図るため、株式会社ユーアンドエー研究所を設立。

（平成13年７月、株式会社三井ホームデザイン研究所に商号変更） 

昭和63年６月 関西地区の部資材加工会社である関西ツーバイフォー株式会社の全株式を取得。（平成６年４

月、三井ホームコンポーネント関西株式会社に商号変更） 

平成元年４月 三井ホームサービス株式会社と三井ホームインテリア株式会社が合併し、三井デザインテック株

式会社に商号を変更。 

平成２年10月 埼玉県北埼玉郡大利根町において、パネル工法推進のための埼玉工場が稼動を開始。 

平成４年５月 海外現地法人Mitsui Home Canada,Inc.を設立。（平成18年１月、Mitsui Homes Canada,Inc.に

商号変更） 

平成５年２月 東京証券取引所市場第二部に上場。（平成６年９月、東京証券取引所市場第一部に指定。） 

平成５年12月 九州地区の部材供給の安定化・効率化を図るため、九州ツーバイフォー株式会社を設立。 

平成６年３月 構造用部資材の長期的な安定調達を図るため、Mitsui Homes Canada,Inc.の工場（カナダ・ブリ

ティッシュコロンビア州）を開設。 

平成７年４月 リフォーム事業の一層の拡充を図るため、「三井ホームリフォームネットワーク」システムによ

る営業を開始。 

平成７年10月 富山県新湊市において、パネル工法推進のための富山工場が稼動を開始。 

平成８年10月 直施工会社三井ホームエンヂニアリング株式会社（昭和63年10月設立）、三井ホームエンヂニア

リング横浜株式会社（平成３年４月設立）、三井ホームエンヂニアリング九州株式会社（平成４

年４月設立）の３社を合併により統合し、三井ホームエンジニアリング株式会社に商号を変更。 

平成10年10月 敷地・地盤調査の専門会社として、ホームテクノリサーチ株式会社を設立。（平成14年４月よ

り、当社の施工した住宅等の点検業務を開始。） 

平成14年10月 当社リフォーム部門と三井デザインテック株式会社リモデリング事業部を統合したリフォーム専

門会社三井ホームリモデリング株式会社が営業を開始。 

平成15年５月 本店所在地を東京都新宿区西新宿六丁目24番１号に移転。 

平成15年10月 三井ホームエンジニアリング株式会社の施工管理機能を当社に集約・統合。 

平成17年１月 リフォーム直営店を営む子会社株式会社リフォームネットを三井ホームリモデリング株式会社に

合併により統合。 

平成17年２月 三井デザインテック株式会社株式を追加取得。（当社の100％子会社化） 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び関係会社）は、当社、当社の親会社、子会社21社及び関連会社６社で構成されており、住

宅関連分野を中心に事業活動を営んでおります。その主な事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは

次のとおりであります。 

 なお、次の４部門は、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記事項（セグメント情

報）」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。 

（1）建築請負事業 

(当社を含む19社) 

：当社及び販売施工代理店15社（連結子会社である三井ホーム北海道㈱他８社と持分法適用関

連会社である姫路ホーム㈱他５社）は、ツーバイフォー工法を中心とする住宅等の設計・施

工監理・施工請負を行っており、また、当社は、販売施工代理店の監理・指導を行っており

ます。 

連結子会社である三井ホームエンジニアリング㈱は、当社より住宅の木工事の発注を請けて

おります。 

連結子会社である三井デザインテック㈱は、オフィス・商業施設の内装工事等の施工請負、

住宅のインテリア商品の販売を行っており、当社より住宅のインテリア工事等の発注を請け

ております。連結子会社である三井ホームリモデリング㈱は、リフォーム工事の施工請負を

行っております。 

当社は、当社の親会社である三井不動産㈱より不動産分譲事業等に供する建物の施工を請負

っております。また、三井デザインテック㈱は、当社の親会社である三井不動産㈱よりオフ

ィス・商業施設の内装工事等の発注を請けております。 

なお、持分法適用関連会社である販売施工代理店あきた千秋ホーム㈱は、平成17年９月に清

算を結了いたしました。 

（2）住宅部資材 

加工・販売事業 

(６社) 

：連結子会社である三井ホームコンポーネント㈱他３社は、住宅用部資材の仕入・加工・販売

を行っております。建築請負事業を営む各社は、三井ホームコンポーネント㈱他２社より同

部資材の仕入れを行っております。当社及び三井ホームコンポーネント㈱は、連結子会社で

あるMitsui Homes Canada, Inc.を通じて同部資材の輸入を行っております。 

 三井デザインテック㈱は、インテリア商品の販売を行っております。 

（3）金融・リース事業 

(１社) 

：連結子会社である三井ホームリンケージ㈱は、住宅購入者に対するつなぎ融資及び当社グル

ープ内でのモデルハウス（展示用建物）、各種コンピュータ等のリースを行っております。

（4）その他の事業 

(当社を含む４社) 

：連結子会社である三井ホームエステート㈱は、当社のお客様を中心に賃貸住宅の斡旋・管理

業務等を行っております。連結子会社である㈱三井ホームデザイン研究所は、住宅建築の企

画設計業務を行っており、当社及び販売施工代理店より発注を請けております。連結子会社

であるホームテクノリサーチ㈱は、住宅建築に係る調査業務及び当社の施工した住宅等の点

検業務を行っております。当社は、不動産分譲事業等を行っております。 



 以上述べた事項を事業系統図で示すと次のとおりであります。 

＜事業系統図＞ 



４【関係会社の状況】 

（1）親会社 

 親会社である三井不動産㈱の状況については、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 （1）連結財務諸表

注記事項（関連当事者との取引）」に記載しております。 

（2）連結子会社 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内容

議決権の
所有割合
又は被所
有割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼任 
資金 
援助 

営業上の取引 
設備
の賃
貸借 

当社 
役員 

当社 
従業員

三井デザインテック

㈱ 
東京都渋谷区 500 建築請負事業 100.00 有 有 無 

住宅のインテリア

工事の施工等 
有 

三井ホーム 

エンジニアリング㈱ 
東京都調布市 100 建築請負事業 100.00 有 有 有 

住宅の木工事 

の施工 
有 

三井ホーム 

リモデリング㈱ 
東京都新宿区 300 建築請負事業 100.00 有 有 無 

リフォーム工事 

の施工 
有 

三井ホーム北海道㈱ 札幌市東区 300 建築請負事業 100.00 有 有 無 

当社ツーバイフォ

ー住宅の販売・施

工代理 

無 

三井ホーム栃木㈱ 栃木県宇都宮市 100 建築請負事業 100.00 有 有 無 

当社ツーバイフォ

ー住宅の販売・施

工代理 

無 

三井ホーム鹿児島㈱ 
鹿児島県 

鹿児島市 
300 建築請負事業 100.00 有 有 無 

当社ツーバイフォ

ー住宅の販売・施

工代理 

無 

三井ホーム福島㈱ 福島県郡山市 300 建築請負事業 100.00 有 有 有 

当社ツーバイフォ

ー住宅の販売・施

工代理 

無 

いわて中央ホーム㈱ 岩手県盛岡市 100 建築請負事業 100.00 有 有 有 

当社ツーバイフォ

ー住宅の販売・施

工代理 

無 

新四国ホーム㈱ 香川県高松市 100 建築請負事業 100.00 有 有 無 

当社ツーバイフォ

ー住宅の販売・施

工代理 

有 

北陸中央ホーム㈱ 石川県金沢市 20 建築請負事業 100.00 有 有 有 

当社ツーバイフォ

ー住宅の販売・施

工代理 

無 

東九州ホーム㈱ 大分県大分市 20 建築請負事業 100.00 有 有 有 

当社ツーバイフォ

ー住宅の販売・施

工代理 

無 

西九州ホーム㈱ 福岡県久留米市 20 建築請負事業 100.00 有 有 有 

当社ツーバイフォ

ー住宅の販売・施

工代理 

無 

三井ホーム 

コンポーネント㈱ 
東京都新宿区 300 

住宅部資材加

工・販売事業 
100.00 有 有 無 住宅部資材の供給 有 

三井ホーム 

コンポーネント関西

㈱ 

大阪府岸和田市 100 
住宅部資材加

工・販売事業 
100.00 有 有 無 住宅部資材の供給 有 

九州ツーバイフォー

㈱ 
福岡県飯塚市 80 

住宅部資材加

工・販売事業 
100.00 有 有 無 住宅部資材の供給 有 

ホームマテック㈱ 東京都新宿区 50 
住宅部資材加

工・販売事業 

100.00 

(60.00) 
有 有 無 － 無 

Mitsui Homes 

Canada,Inc. 

カナダ 

ブリティッシュ 

コロンビア州 

千カナダ

ドル 

2,200 

住宅部資材加

工・販売事業 
100.00 有 有 無 

住宅部資材の仕入

代行 
無 

三井ホーム 

リンケージ㈱ 
東京都新宿区 300 

金融・リース事

業 
100.00 有 有 有 

展示用建物・コン

ピュータ等のリー

ス 

有 

㈱三井ホーム 

デザイン研究所 
東京都文京区 100 その他の事業 100.00 有 有 無 

住宅建築の企画設

計 
有 

 



 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．上記連結子会社のうち、三井ホームコンポーネント㈱は特定子会社に該当いたします。 

３．連結子会社で、当連結会計年度末において有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はあり

ません。 

４．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有の割合で内数となっております。 

５．連結子会社で、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が100分の10を

超えている会社はありません。 

６．Mitsui Home Canada,Inc.は、平成18年１月に商号を変更し、Mitsui Homes Canada,Inc.となりました。 

（3）持分法適用関連会社 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．持分法適用関連会社で、当連結会計年度末において有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会

社はありません。 

３．持分法適用関連会社であるあきた千秋ホーム㈱は、平成17年９月に清算を結了いたしました。 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内容

議決権の
所有割合
又は被所
有割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼任 
資金 
援助 

営業上の取引 
設備
の賃
貸借 

当社 
役員 

当社 
従業員

三井ホーム 

エステート㈱ 
東京都千代田区 100 その他の事業 100.00 有 有 無 

不動産の斡旋・管

理 
有 

ホームテクノ 

リサーチ㈱ 
東京都新宿区 50 その他の事業 100.00 有 有 無 

住宅建築に係る調

査・点検 
有 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内容

議決権の
所有割合
又は被所
有割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼任 
資金 
援助 

営業上の取引 
設備
の賃
貸借 

当社 
役員 

当社 
従業員

姫路ホーム㈱ 
兵庫県 

加古川市 
50 建築請負事業 40.00 有 有 無 

当社ツーバイフォー

住宅の販売・施工代

理 

無 

新潟中央ホーム㈱ 新潟県新潟市 100 建築請負事業 40.00 有 有 無 

当社ツーバイフォー

住宅の販売・施工代

理 

無 

四国中央ホーム㈱ 愛媛県松山市 50 建築請負事業 40.00 有 有 無 

当社ツーバイフォー

住宅の販売・施工代

理 

無 

長野中央ホーム㈱ 長野県松本市 50 建築請負事業 40.00 有 有 無 

当社ツーバイフォー

住宅の販売・施工代

理 

無 

茨城中央ホーム㈱ 茨城県水戸市 20 建築請負事業 40.00 有 有 無 

当社ツーバイフォー

住宅の販売・施工代

理 

無 

群馬ホーム㈱ 群馬県高崎市 50 建築請負事業 40.00 有 有 無 

当社ツーバイフォー

住宅の販売・施工代

理 

無 



５【従業員の状況】 

（1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

（2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

（3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  （平成18年３月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

建築請負事業 2,537 (673) 

住宅部資材加工・販売事業 534 ( 21) 

金融・リース事業 27 ( －) 

その他の事業 328 ( 28) 

全社（共通） 79 (  2) 

合計 3,505 (724) 

  （平成18年３月31日現在）

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,843 (519) 36.5 11.7 6,825,144 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

当連結会計年度のわが国経済は、企業収益の改善や需要の拡大などにより民間設備投資が引き続き増加したほ

か、所得の回復傾向や消費者マインドの改善を背景として、個人消費も緩やかに増加するなど、景気は緩やかなが

ら回復しました。 

住宅業界におきましては、貸家住宅の着工戸数が好調であったことに加え、マンションを中心とした分譲住宅の

着工戸数も引き続き堅調であったことから、新設住宅着工戸数は５年ぶりに１２０万戸台へと回復しましたが、持

家住宅の着工戸数は全体として低調に推移し、受注環境には厳しさが残りました。 

このような事業環境の中で、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関連会社）は、受注量の拡大、用

地斡旋力の強化、設計品質・設計力の強化に努めたほか、生産・施工の平準化・効率化、ＩＴ活用など、諸施策に

積極的に取り組みました。この結果、当社をはじめとする建築請負事業の売上増により、当連結会計年度の売上高

は、232,692百万円（前連結会計年度比4.1％増）、経常利益は、4,530百万円（前連結会計年度比2.4％増）とな

り、業績向上により繰延税金資産を計上できる連結子会社が増加したことなどから税金費用が減少し、当期純利益

は、2,627百万円（前連結会計年度比37.6％増）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（建築請負事業） 

当社におきましては、営業戦略・広告宣伝などの営業企画機能と商品開発に関する機能とを統合した「営業

企画統括本部」を新設し、営業推進体制を強化するとともに、同本部には「用地・情報開発グループ」を新設

し、用地型営業の強化による受注機会の拡大に努めました。また、営業体制の効率化と地域深耕による受注拡

大を目指し、営業拠点の整備等を行いました。このほか、全ての営業本部に「検査室」を新設し、施工品質の

さらなる向上を図りました。 

ブランド戦略といたしましては、ツーバイフォー工法の高い基本性能や建物品質・業務品質をベースに、優

れたデザイン力・プランニング力をもって、満足度の高い住まいをお客様に提供し続けることを目指すための

新たなコミュニケーションワードとして 「ＱＵＡＬＩＴＹ × ＤＥＳＩＧＮ」（クオリティ バイ デザイ

ン） を採用し、三井ホームの家づくりを広く市場へアピールするとともに、より強いブランドイメージの醸

成を図りました。 

新商品といたしましては、光と風を立体的に演出する都市型３階建のフリー設計商品「フィル・ビエン

ト」、ゆとりを贅沢に取り入れたプランニングで細部にまでこだわった内外観デザインのフリー設計商品「ハ

ートレー オーバルトリムタイプ」を発売し、当社のデザイン力や暮らし方を含む提案力を訴求しました。さ

らに、コストパフォーマンスを追求した人気商品「マイレーヴ」や「バーリオ」の外観デザインと基本プラン

を大幅に増強したほか、賃貸住宅商品「プロパティ・プライムコート」をグレードアップするなど、既存商品

のリファインを行い、商品群の充実にも努めました。 

このほか、木造の耐火構造としては業界初の湿式外壁構造「ファイヤーブロックウォール工法」を実用化

し、耐火建築における建物デザインの選択肢を拡げることにより、受注拡大を図りました。 

一方で、三井デザインテック株式会社におけるオフィス・商業施設の内装工事や三井ホームリモデリング株

式会社を中心としたリフォーム工事が堅調に推移するなど、事業領域を着実に拡大しました。 

この結果、売上高は、195,138百万円（前連結会計年度比3.0％増）となりましたが、部資材価格の上昇など

により、営業利益は減少し、4,566百万円（前連結会計年度比4.1％減）となりました。 

（住宅部資材加工・販売事業） 

三井ホームコンポーネント株式会社を中心に、生産体制の合理化・省力化を推進し、更なるコスト改善に努

めるとともに、ホームマテック株式会社を中心とした住宅部資材の外販事業が拡大したことなどにより、売上

高は、20,759百万円（前連結会計年度比1.7％増）、営業利益は、916百万円（前連結会計年度比16.4％増）と

なりました。 

（金融・リース事業） 

三井ホームリンケージ株式会社において顧客ニーズに応じた住宅ローン取次業務を積極的に推進したもの

の、リース取扱高が減少したことにより、売上高は、1,759百万円（前連結会計年度比7.4％減）、営業利益

は、113百万円（前連結会計年度比34.4％減）となりました。 



（その他の事業） 

当社において建築請負事業の受注拡大を図るため、販売用の宅地を積極的に購入し、その販売に注力したほ

か、三井ホームエステート株式会社が賃貸管理戸数の増加に努めたことなどにより、売上高は、15,034百万円

（前連結会計年度比26.8％増）、営業利益は、1,227百万円（前連結会計年度比11.9％増）となりました。 

なお、所在地別セグメントの業績につきましては、本邦の売上高及び資産の金額が、全セグメントの売上高の合

計及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。 

（2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ684百万円増加し、39,933百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は、8,841百万円（前連結会計年度比774百万円減）となりました。これは主に、

税金等調整前当期純利益を3,679百万円計上したことに加え、つなぎ融資の回収による営業立替金及び営業貸付

金の減少や未成工事受入金（前受工事代金）の増加による資金の増加が、用地型営業強化に伴う販売用不動産取

得の増加等による資金の減少を上回ったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、5,468百万円（前連結会計年度比713百万円減）となりました。これは主に、

展示用建物及びリース資産等の有形固定資産の取得のため4,783百万円を使用したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、2,702百万円（前連結会計年度比1,772百万円減）となりました。これは主

に、長期借入金1,902百万円の返済及び配当金930百万円の支払いによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）受注状況 

当連結会計年度における建築請負事業の受注状況を示すと、次のとおりであります。 

(2）売上実績 

当連結会計年度における売上実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．当社グループ（当社及び連結子会社）では主に建築請負事業が受注生産を行っております。 

３．(1）受注状況の受注高は、当期受注工事高を表示しております。 

４．当社グループ（当社及び連結子会社）では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載

しておりません。 

５．前連結会計年度、当連結会計年度のいずれにおいても売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先は

ありません。 

６．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 なお、以下の参考情報においても同様であります。 

（参考）提出会社単独の事業の状況は次のとおりであります。 

(1）受注工事高及び施工高の状況 

ａ．受注工事高、完成工事高及び繰越工事高 

 （注） 前期以前に受注した工事で、契約の更改等により請負金額に変更のあるものについては、その増減額が「当期

受注工事高」及び「当期完成工事高」に含まれております。 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 
（百万円） 

前期比（％） 
受注残高 
（百万円） 

前期比（％） 

建築請負事業 199,425 ＋4.6  112,510 ＋4.0  

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％） 

建築請負事業 195,138 ＋3.0  

住宅部資材加工・販売事業 20,759 ＋1.7  

金融・リース事業 1,759 △7.4  

その他の事業 15,034 ＋26.8  

合計 232,692 ＋4.1  

期別 区分 

受注工事高 
当期完成工
事高 
（百万円） 

次期繰越工
事高 
（百万円） 

前期繰越工
事高 
（百万円） 

当期受注工
事高 
（百万円） 

計 
（百万円） 

第31期 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

注文住宅 87,044 135,851 222,896 136,065 86,830 

建売請負 2,049 10,102 12,151 8,541 3,610 

計 89,093 145,953 235,047 144,607 90,440 

第32期 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

注文住宅 86,830 147,581 234,411 140,539 93,872 

建売請負 3,610 5,559 9,170 7,289 1,880 

計 90,440 153,141 243,581 147,828 95,753 



ｂ．施工高 

 （注）１．「次期繰越工事高」の施工高は、契約工期と着工月により施工高を推定したものであります。 

２．「当期施工高」は、（当期完成工事高＋次期繰越工事高の施工高－前期繰越工事高の施工高）に一致いたし

ます。 

(2）売上実績 

 （注）１．提出会社単独の損益計算書におきましては、建築請負部門は「完成工事高」、その他の部門は「その他売上

高」として表示しております。 

２．第31期、第32期のいずれの期においても完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありませ

ん。 

３【対処すべき課題】 

今後の見通しでありますが、原油価格の動向や金融市場の状況など一部に不安要因はあるものの、堅調な企業収益

を背景に民間設備投資や個人消費は今後も増加が見込まれるなど、景気は引き続き回復するものと予測されます。 

住宅業界におきましては、所得環境の改善や金利の先高観などから、個人の住宅取得マインドの回復が期待されま

すが、企業間競争の一層の激化も予測され、当社を取り巻く事業環境は予断を許さない状況が続くものと思われま

す。 

このような状況の中で、当社グループは、経営構造改革の成果をベースに、2010年度に連結営業利益100億円の達

成に向けて、2006年度から2008年度を対象とした『中期経営計画 －ＱＵＡＬＩＴＹ × ＤＥＳＩＧＮ １００－』を

策定いたしました。 

当社グループは、この中期経営計画を通して、今後ますます多様化し変化するマーケットに柔軟に対応できる優れ

た企業グループとなることを目指し、既存住宅・事業用建物を対象としたストックを活用するビジネスモデルを拡大

するとともに、三井不動産グループ各社とのシナジーをより強化するなど、諸施策に積極的に取り組み、事業領域の

拡大と業績の向上に努めてまいります。 

期別 区分 
当期完成工
事高 
（百万円） 

次期繰越工事高 

当期施工高 
（百万円） 計 

（百万円） 

うち施工高 

（％） （百万円） 

第31期 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

注文住宅 136,065 86,830 11.6 10,062 137,796 

建売請負 8,541 3,610 36.9 1,333 9,212 

計 144,607 90,440 12.6 11,395 147,009 

第32期 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

注文住宅 140,539 93,872 11.0 10,356 140,833 

建売請負 7,289 1,880 41.4 779 6,735 

計 147,828 95,753 11.6 11,135 147,568 

部門 
第31期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第32期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

建築請負部門 

注文住宅（百万円） 136,065 140,539 

建売請負（百万円） 8,541 7,289 

計（百万円） 144,607 147,828 

その他の部門（百万円） 4,760 6,808 

合計（百万円） 149,367 154,637 



４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現

在において当社グループが判断したものであります。 

(1) 当社グループの主たるお客様は個人のお客様であることから、金利の変動・住宅税制の変更などによる個人消費

動向の変化の影響を受けやすく、これにより受注・売上が減少し当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

(2) 当社グループでは、構造用製材を主として北米からの輸入により調達していることから、この地域における政治

的、経済的要因や、地震、津波等の自然災害、テロ、ストライキその他の要因による社会的混乱等により、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 当社グループの工場において、万一自然災害や産業事故が発生し、建築現場への部資材の供給が一時的に途絶え

た場合、完成引渡しの遅延等により当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 建物の使用部資材について品質上の問題等が判明し、大規模な修補や損害賠償につながるリスクが生じた場合、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(5) 当社グループの行う事業には、建築基準法、建設業法、建築士法、宅地建物取引業法、個人情報保護法、その他

多くの法令の適用があり、これにより様々な法的規制を受けております。今後、これら法的規制の改廃や新たな

法的規制が設けられた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 特記事項はありません。 

６【研究開発活動】 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、高性能・高品質な住宅の供給に向け、主として提出会社の技術統括本部

技術開発グループ及び三井ホームコンポーネント㈱において住生活向上のための基礎的研究（住宅部資材・工法・性

能等の研究）等を行うとともに、提出会社の営業企画統括本部商品開発グループにおいて新商品に関する研究開発活

動を実施しており、当連結会計年度の研究開発費の総額は、559百万円であります。 

なお、上記の活動は、建築請負事業及び住宅部資材加工・販売事業においてのみ行っており、その成果は建築請負

事業に集約されるため、セグメント別研究開発活動の状況については建築請負事業についてのみを記載しておりま

す。 

 当連結会計年度における研究開発活動の状況は、次のとおりであります。 

（建築請負事業） 

   ① 基礎的研究部門及び応用技術開発部門 

基礎的研究部門では、構造安全性の再確認として、耐力壁の基本性能の研究を進め、高倍率耐力壁の認定を取

得したほか、構造用の接合金物や防水仕様・石膏ボード等について性能確認・仕様整理を行いました。施工面で

は、パネル施工の合理化を目的に、部材単位での見直しを行いました。 

応用技術開発部門では、免震システムについては、「Ｍ－４００」の認定範囲を３階建や医院にまで拡げ国土

交通大臣認定を取得しました。耐火構造については、当社独自の湿式材料により外壁耐火仕様の国土交通大臣認

定を取得し、外観の特徴づけとコストダウンに寄与しました。湿式外壁については、耐火仕様以外にも、長期に

わたる研究調査の結果を受け、ＢＳウォール工法の適用地域をこれまでのⅣ地域からⅢ地域までに拡げました。

このほか、社団法人日本ツーバイフォー建築協会会員として、「ＳＢ０５東京」（２００５サステナブル建築

世界会議東京大会）においてパネルセッションに参加したり、独立行政法人建築研究所との共同研究である木造

耐火４階建実験棟の計画・建設に、また、３階建の実大振動実験の企画・準備に協力しました。 

なお、当連結会計年度における、これら基礎的研究部門及び応用技術開発部門の研究開発費は、合計で384百

万円であります。 

   ② 商品開発部門 

光と風を立体的に演出する都市型３階建のフリー設計商品「フィル・ビエント」、ゆとりを贅沢に取り入れた

プランニングで細部にまでこだわった内外観デザインのフリー設計商品「ハートレー オーバルトリムタイプ」

を発売しました。また、コストパフォーマンスを追求した人気商品「マイレーヴ」や「バーリオ」の外観デザイ

ンと基本プランを大幅に増強したほか、賃貸住宅商品「プロパティ・プライムコート」をグレードアップするな

ど、既存商品のリファインを行いました。 

なお、当連結会計年度における、これら商品開発部門の研究開発費は、合計で174百万円であります。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1)当連結会計年度の経営成績の分析 

 当社グループの売上高は、当社をはじめとする建築請負事業を中心に9,100百万円（前連結会計年度比4.1％）増

加し、232,692百万円となりました。部資材価格上昇などの影響を受けましたが、売上の増加により売上総利益は

1,255百万円（同2.5％）増加し、52,292百万円となりました。また、販売費及び一般管理費は996百万円（同

2.1％）増加しましたが、営業利益は259百万円（同6.3％）増益の4,356百万円、経常利益も104百万円（同2.4％）

増益の4,530百万円となりました。売上高営業利益率は前期に引き続き0.1ポイント改善し、1.9％となりました。 

 また、業績が向上し繰延税金資産を計上できる連結子会社が増加したことなどから、税金費用が前連結会計年度

と比べ939百万円減少し、当期純利益は717百万円（同37.6％）増益の2,627百万円となりました。自己資本利益率は

前連結会計年度から1.7ポイント上昇して7.0％、１株当たり当期純利益は39.62円となりました。 

 当社グループの主力である建築請負事業における受注高は、8,697百万円（同4.6％）増加し、199,425百万円とな

りました。これに伴い期末受注残高は4,286百万円（同4.0％）増加し、112,510百万円となっております。 

(2)当連結会計年度の財政状態の分析 

 当連結会計年度末の資産合計は120,605百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,003百万円増加しました。現金

及び現金同等物の期末残高は、営業活動による資金獲得が展示用建物及びリース資産の取得や借入金返済などの資

金使用を上回ったことにより684百万円増加し、39,933百万円となりました。その他のたな卸資産は、用地型営業の

強化に伴う販売用不動産の取得により1,605百万円増加し、5,659百万円となりました。 

 当連結会計年度末の負債合計は82,547百万円となり、前連結会計年度末に比べ507百万円減少しました。有利子負

債は、支払利息削減を意図してグループ内資金の有効活用による圧縮に努めた結果、1,600百万円減少し、1,527百

万円となりました。 

 当連結会計年度末の資本合計は38,058百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,510百万円増加しました。これ

は、当期純利益を計上したことなどにより利益剰余金が1,468百万円増加したためであります。自己資本比率は

31.6％、１株当たり純資産は573.94円となりました。 

(3)経営成績に重要な影響を与える要因について 

 新設住宅着工戸数は当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因であります。住宅市場においては、景気

回復に伴い、団塊ジュニア世代をはじめとする一次取得者層の需要に加え、建替需要も昨年来わずかながら増加傾

向に転じており、今後もさらに需要が顕在化することが期待されることなどから、平成18年度の同戸数につきまし

ては、平成17年度と同等ボリュームの124万戸台で推移するものと予測しております。 

(4)戦略的現状と見通し 

 当社グループといたしましては、引き続き受注量の拡大を第一の課題と捉えております。その戦略といたしまし

ては、主力である建築請負事業において、①営業担当者の増員やモデルハウスの増設などによるエリア深耕、②用

地型営業の一層の推進、③高価格帯フリー対応におけるデザイン力・提案力による他社との差別化、などに積極的

に取り組み、専用住宅の受注拡大を図るとともに、オフィス・商業施設関連工事における一般市場からの受注拡

大、リフォーム事業におけるマンションリフォームの受注拡大を図っていきます。 

 当社グループは昨年秋、『中期経営計画 －ＱＵＡＬＩＴＹ × ＤＥＳＩＧＮ １００－』を発表しました。この

中期経営計画では、平成22年度に営業利益100億円の達成を目指し、その第１ステップとして、平成20年度の営業利

益目標を80億円に設定しました。そのスタートにあたる平成18年度は、当社単独の期首受注残が前期比で増加して

おり、グループ各社の事業も順調な進展が見込まれる中、中期経営計画における平成18年度の営業利益目標50億円

をまず確実に達成することに、当社グループの総力を挙げ全力を注いでいきます。 

(5)経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループの経営陣は、現状の事業環境および入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めて

おりますが、住宅業界におきましては、企業間競争の一層の激化により、厳しい事業環境が依然続くものと予測さ

れます。 

 このような状況の中で、当社グループは、お客様の視点に立ち、グループ全体でのサービス向上に努めることに

より、長期に亘るお客様との信頼関係を構築いたします。併せて、中期経営計画のテーマである、グループシナジ

ーの向上および「品質」と「デザイン」における一層の差別化を軸に、三井ホームグループをより優れた企業グル

ープにしていきたいと考えています。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）では、営業上経常的に新設・更新が必要となる設備の取得を中心に、総額5,072

百万円（有形固定資産受入ベース数値。金額には消費税等を含まない。）の設備投資を実施いたしました。 

事業の種類別セグメント毎の概要は、以下のとおりであります。 

（1）建築請負事業 

   展示用建物（モデルハウス）の新規出展・建替を中心に、2,122百万円の設備投資を実施いたしました。 

（2）住宅部資材加工・販売事業 

   生産能力及び品質向上を目的とした資材保管用上屋の建設、機械設備の拡充を中心に、260百万円の設備投資を実

施いたしました。 

（3）金融・リース事業 

   当社グループ内の建築請負事業を営む各社（当社除く）へリースするための展示用建物の取得に762百万円、当社

グループ内外へリースするためのＯＡ機器等の取得に1,896百万円、合計で2,658百万円の設備投資を実施いたしま

した。 

（4）その他の事業及び全社 

合計で30百万円の設備投資を実施いたしました。 

 なお、当連結会計年度において、経常的な設備の更新以外の重要な設備の除却・売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

  （平成18年３月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 従業員数 
[外、平均
臨時雇用
者数] 
（人） 

建物及び
構築物 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

工具器具 
及び備品 
(百万円) 

土地 
(百万円) 
(面積㎡) 

合計 
(百万円) 

本社 

（東京都新宿区他） 

（注２）（注３） 

全社共通及び 

建築請負事業 

全社統括事務

所 
37 － 109 － 

(－)

147 188 

(6)

東京事務センター 

（東京都稲城市） 

（注２） 

全社共通 電算処理施設 148 － 244 540 

 (1,498.37)

934 － 

(－)

新百合ヶ丘研修センター 

（川崎市麻生区） 

（注２） 

全社共通 研修施設 1,913 － 9 1,574 

(4,604.67)

3,498 1 

(－)

東京支店他35部支店 

（東京都新宿区他） 

（注２）（注３） 

建築請負事業 事務所 1,222 0 653 850 

(3,906.92)

2,726 1,654 

(113)

成城モデルハウス他159棟

（東京都世田谷区他）

（注２） 

建築請負事業 展示用建物 5,316 － 23 － 

(－)

5,340 － 

(399)

玉川田園調布住宅他14カ

所 

（東京都世田谷区他） 

その他の事業 賃貸用不動産 1,043 － 1 2,627 

(6,020.96)

3,672 － 

(－)



(2) 国内子会社 

(3) 在外子会社 

  （平成18年３月31日現在）

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額 従業員数 
[外、平均
臨時雇用
者数] 
（人） 

建物及び
構築物 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 
(百万円) 

工具器具
及び備品 
(百万円) 

土地 
(百万円) 
(面積㎡) 

合計 
(百万円) 

三井ホーム北海

道㈱他8社 

豊平モデル

ハウス他30

棟 

（札幌市豊

平区他）

（注２） 

建築 

請負事業 
展示用建物 708 － 165 － 

(－)

873 － 

(64)

三井ホームコン

ポーネント㈱ 

本社・千葉

工場 

（千葉市美

浜区） 

（注４） 

住宅部資材

加工・販売

事業 

住宅部資材

の加工・保

管施設 

255 139 52 2,241 

(32,026.66)

2,688 203 

(2)

 

埼玉工場 

（埼玉県北

埼玉郡大利

根町） 

（注４） 

住宅部資材

加工・販売

事業 

住宅部資材

の加工・保

管施設 

801 176 4 1,620 

(47,222.11)

2,602 70 

(－)

 

富山工場 

（富山県射

水市） 

（注４） 

住宅部資材

加工・販売

事業 

住宅部資材

の加工・保

管施設 

100 8 0 200 

(14,354.02)

309 3 

(－)

 

神奈川物流

センター 

（神奈川県

足柄上郡中

井町） 

（注４） 

住宅部資材

加工・販売

事業 

住宅部資材

の保管施設 
463 0 1 259 

(2,683.38)

724 5 

(－)

三井ホームコン

ポーネント関西

㈱ 

本社・大阪

工場・大阪

住宅資材セ

ンター 

（大阪府岸

和田市）

（注４） 

住宅部資材

加工・販売

事業 

住宅部資材

の加工・保

管施設 

376 182 24 1,676 

(21,055.29)

2,260 73 

(1)

九州ツーバイフ

ォー㈱ 

本社・九州

工場・九州

住宅資材セ

ンター 

（福岡県飯

塚市） 

（注４） 

住宅部資材

加工・販売

事業 

住宅部資材

の加工・保

管施設 

286 58 12 1,519 

(50,653.07)

1,876 48 

(1)

  （平成17年12月31日現在）

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額 従業員数
[外、平均
臨時雇用
者数] 
（人） 

建物及び
構築物 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 
(百万円) 

工具器具
及び備品 
(百万円) 

土地 
(百万円) 
(面積㎡) 

合計 
(百万円) 

Mitsui Homes  

Canada,Inc. 

本社・カナ

ダ工場 

（カナダ・

ブリティッ

シュコロン

ビア州） 

住宅部資材

加工・販売

事業 

住宅部資材

の加工・保

管施設 

446 80 5 227 

(50,550.00)

759 18 

(11)



 （注）１．帳簿価額には、建設仮勘定を含んでおりません。また、金額には消費税等は含まれておりません。 

２．金融・リース事業を営む三井ホームリンケージ㈱からリースにより賃借しているものを含めて記載しており

ます。 

３．事務所設備のうち建物については、一部を除き、親会社である三井不動産㈱及び連結会社以外から賃借して

おります。なお、その年間賃借料の総額は1,408百万円であり、そのうち、三井不動産㈱に対するものは526

百万円であります。 

４．建物、土地は、提出会社から賃借しているものであります。 

５．上記の他、金融・リース事業を営む三井ホームリンケージ㈱において、リース資産2,797百万円を所有して

おり、その内訳については、「第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項（リ

ース取引関係）」に記載のとおりであります。なお、そのうち建物756百万円、工具器具及び備品152百万円

を展示用建物（35棟）として建築請負事業を営む持分法適用関連会社6社に賃貸しております。 

６．上記の他、住宅部資材加工・保管施設として、以下の賃借設備があります。なお、上記所有設備に隣接して

賃借している設備につきましては、同一所在地のため、以下に従業員数を記載しておりません。 

（平成18年３月31日現在）

＊１ 上記所有設備に隣接する建物・土地を賃借している。 

＊２ 上記所有設備に隣接する土地を賃借している。 

＊３ 建物及び土地を賃借している。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資は、住宅市場の中長期的見通し、投資効率等を総合的に勘案してその

計画を策定しております。 

 当連結会計年度後の１年間における設備投資計画（新設・拡充）の主要なものは、建築請負事業における展示用建物及

び金融・リース事業におけるリース用資産の取得であります。なお、各個別物件の設備投資計画額は少額であるため、個

別物件の記載によらず、事業の種類別セグメント毎の内訳を次のとおり記載しております。 

 （注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

    ２．経常的な設備の更新のための除売却を除き、重要な設備の除売却の計画はありません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

従業員数
[外、平均臨
時雇用者数] 
（人） 

土地面積 
（㎡） 

年間賃借料 
(百万円) 

三井ホームコンポーネント㈱ 

本社・千葉工場 

（千葉市美浜区） 

（＊１） 

住宅部資材加

工・販売事業 

住宅部資材

の加工・保

管施設 

－ 28,690.75 136 

 

埼玉工場 

（埼玉県北埼玉郡大利根 

町）（＊２） 

住宅部資材加

工・販売事業 

住宅部資材

の加工・保

管施設 

－ 1,395.00 1 

 

神奈川物流センター 

（神奈川県足柄上郡中井町）

（＊２） 

住宅部資材加

工・販売事業 

住宅部資材

の保管施設 
－ 1,452.28 3 

 

名古屋事業所 

（愛知県海部郡飛島村） 

（＊３） 

住宅部資材加

工・販売事業 

住宅部資材

の加工・保

管施設 

26 

(0)

11,750.00 46 

事業の種類別 
セグメントの名称 

計画金額 
（百万円） 

主な内容 資金調達方法 

建築請負事業 2,500 展示用建物の取得 自己資金  

住宅部資材加工・  

販売事業  
800 機械設備の更新  自己資金  

金融・リース事業  1,900 リース用資産の取得  自己資金  

その他の事業  －  －  －  

合計 5,200 －  －  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．平成５年２月26日の取締役会決議により、平成５年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された

株主に対し、その所有株式１株につき1.15株の割合で株式の分割（無償交付）を行いました。 

２．平成16年６月25日開催の定時株主総会における減少決議に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金

へ振り替えました。 

（4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式45,330株は、「個人その他」に45単元、「単元未満株式の状況」に330株含めて記載しておりま

す。 

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が６単元含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 187,000,000 

計 187,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成18年６月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 66,355,000 66,355,000 
東京証券取引所 

（市場第一部） 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 66,355,000 66,355,000 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金 
増減額 
（百万円） 

資本金 
残高 

（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成５年５月20日 

（注１） 
8,655 66,355 － 13,900 － 14,145 

平成16年８月９日 

（注２） 
－ 66,355 － 13,900 △10,670 3,475 

  （平成18年３月31日現在）

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 50 23 159 73 － 3,815 4,120 － 

所有株式数（単元） － 5,975 377 39,084 7,388 － 13,346 66,170 185,000 

所有株式数の割合

（％） 
－ 9.03 0.57 59.06 11.17 － 20.17 100.0 － 



（5）【大株主の状況】 

（注） 三井ホーム従業員持株会は、平成18年４月１日をもって三井ホームグループ従業員持株会に名称を変更してお

ります。 

  （平成18年３月31日現在）

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

三井不動産株式会社 東京都中央区日本橋室町２－１－１ 37,334 56.26 

三井ホーム従業員持株会 東京都新宿区西新宿６－２４－１ 3,528 5.31 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１－８－１１ 2,502 3.77 

ステート ストリート バ 
ンク アンド トラスト  
カンパニー ５０５０１９ 
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行） 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX 518 
IFSC DUBLIN, IRELAND 
（東京都中央区日本橋兜町６－７）  

1,208 1.82 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２－１１－３ 864 1.30 

三井不動産販売株式会社 東京都新宿区西新宿２－１－１ 790 1.19 

バンク オブ ニユーヨーク
ジーシーエム クライアント 
アカウンツ イー アイエス
ジー 
（常任代理人 株式会社三菱
東京ＵＦＪ銀行） 

  
PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 
（東京都千代田区丸の内２－７－１） 

618 0.93 

メロン バンク エヌエー 
アズ エージェント フォー 
イッツ クライアント メロ
ン オムニバス ユーエス 
ペンション 
（常任代理人 香港上海銀行
東京支店） 

  
   
 
ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108 
（東京都中央区日本橋３－１１－１）  

581 0.87 

シービーエヌワイ ピーエヌ
シー ブラックロックファン
ド インターナショナル オ
ポチュニテイーズ ポートフ
ォリオ 
（常任代理人 シティバン
ク・エヌ・エイ東京支店） 

  
  
100 BELLEVUE PARKWAY MAIL STOP WR-R 
100-04-07 WILMINGTON, DE 19809 USA 
（東京都品川区東品川２－３－１４） 

548 0.82 

ジェーピー モルガン チェ
ース バンク ３８５０５０ 
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON 
EC2D 2HD ENGLAND 
（東京都中央区日本橋兜町６－７） 
  

500 0.75 

計 － 48,474 73.05 



（6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権の数６個）含まれ

ております。 

②【自己株式等】 

（7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  （平成18年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   45,000  － 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 66,125,000 66,125 同上 

単元未満株式 普通株式   185,000 － 同上 

発行済株式総数 66,355,000 － － 

総株主の議決権 － 66,125 － 

  （平成18年３月31日現在）

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

三井ホーム株式会社 
東京都新宿区西新宿 

６－２４－１ 
45,000  － 45,000 0.06 

計 － 45,000  － 45,000 0.06 



２【自己株式の取得等の状況】 

（1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 （注） 平成18年６月28日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の規

定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定め

ております。 

  （平成18年６月28日現在） 

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 － － － 



３【配当政策】 

当社は、利益配分につきましては、株主の皆様への継続的な配当と、事業基盤の安定、経営体質・財務体質の長期的

な拡充・強化に向けた内部留保の充実とを、総合的に勘案して決定することを基本方針としております。 

当期の配当金につきましては、上記の方針を踏まえ、既に実施した１株につき７円の中間配当金とあわせて、期末配

当金として１株につき７円とし、年間配当金は１株につき14円といたしました。 

 なお、第32期の中間配当金についての取締役会決議は平成17年10月27日に行っております。 

４【株価の推移】 

（1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

（2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 460 462 618 633 1,093 

最低（円） 292 295 394 500 515 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 702 822 971 1,093 1,015 949 

最低（円） 602 730 787 908 787 799 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

会   長 
 小川 修武 昭和20年８月20日生 

昭和43年４月 三井不動産㈱入社 

平成９年６月 同社取締役 

平成10年６月 同社常務取締役 

平成13年４月 同社常務取締役、常務執行役員 

平成14年４月 同社専務取締役、専務執行役員 

平成17年４月 当社顧問 

平成17年６月 当社代表取締役会長（現任） 

10 

代表取締役 

社   長 
 中村 良二 昭和24年10月２日生 

昭和47年４月 三井不動産㈱入社 

平成13年４月 同社執行役員 

平成14年１月 当社顧問 

平成14年６月 当社代表取締役副社長 

平成15年４月 当社代表取締役社長（現任） 

平成18年４月 当社社長執行役員（現任） 

5 

専務取締役 

首都圏 

営業本部長 

九州 

営業本部長 

東北・北海道 

営業本部長 

開発 

営業本部長 

大森 昭彦 昭和18年８月17日生 

昭和41年４月 内外衣料製品㈱入社 

昭和44年７月 千葉共同開発㈱（現㈱ユニリビ

ング）入社 

昭和52年８月 当社入社 

昭和56年10月 当社千葉支店長 

平成７年６月 当社取締役 

平成９年６月 当社常務取締役 

平成11年４月 当社東北・北海道ブロック長・

東北支店長委嘱 

平成14年４月 当社東北・北海道営業本部長委

嘱（現任） 

平成15年４月 当社首都圏営業本部副本部長兼

任委嘱 

平成16年４月 当社首都圏営業本部長（現

任）・同本部業務推進部長兼任

委嘱 

平成17年４月 当社専務取締役（現任）、九州

営業本部長兼任委嘱（現任） 

平成18年４月 当社専務執行役員（現任）、開

発営業本部長兼任委嘱（現任） 

30 

専務取締役 

人事 

統括本部長 

営業企画 

統括本部長 

田所 一秀 昭和25年８月12日生 

昭和49年４月 三井不動産㈱入社 

平成16年４月 当社顧問、総務広報統括本部

長・人事統括本部長（現任）委

嘱 

平成16年６月 当社常務取締役 

平成17年４月 当社専務取締役（現任）、営業

企画統括本部長兼任委嘱（現

任） 

平成18年４月 当社専務執行役員（現任） 

2 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

専務取締役 
技術 

統括本部長 
岩本 敬明 昭和24年９月15日生 

昭和47年４月 三井不動産㈱入社 

平成２年４月 当社入社 

平成７年４月 当社製造管理部長・バンクーバ

ー事務所長・コネックセンター

所長 

平成９年６月 当社取締役 

平成10年４月 当社資材部長・バンクーバー事

務所長・ポートランド事務所長

委嘱 

平成11年１月 当社Ｒコン住宅推進センター所

長兼任委嘱 

平成12年６月 当社オアシスセンター長兼任委

嘱 

平成14年４月 当社技術統括本部長（現任）・

開発グループ長委嘱 

平成15年４月 当社常務取締役、技術開発グル

ープ長兼任委嘱 

平成16年４月 三井ホームコンポーネント㈱代

表取締役会長（現任） 

平成18年４月 当社専務取締役（現任）、専務

執行役員（現任） 

 Mitsui Homes Canada,Inc. 取

締役会長（現任） 

12 

常務取締役 
総務広報 

統括本部長 
竹内 明 昭和21年12月23日生 

昭和45年４月 小松インターナショナル製造㈱

入社 

昭和47年９月 芙蓉総合開発㈱入社 

昭和51年９月 当社入社 

平成５年４月 当社埼玉支店長 

平成９年６月 当社取締役 

平成11年４月 当社関西ブロック長・大阪支店

長委嘱 

平成13年４月 当社中国・西四国ブロック長兼

任委嘱 

平成13年６月 当社常務取締役（現任） 

平成14年４月 当社西日本営業本部長委嘱 

平成15年４月 当社西日本営業本部業務推進部

長・同本部生産設計部長兼任委

嘱 

平成15年10月 当社西日本営業本部工事管理部

長兼任委嘱 

平成16年４月 当社九州営業本部長兼任委嘱 

平成17年４月 当社総務広報統括本部長委嘱

（現任） 

平成18年４月 当社常務執行役員（現任） 

8 

常務取締役 
経営企画 

統括本部長 
松本 賢二 昭和26年３月５日生 

昭和49年４月 三井不動産㈱入社 

平成17年４月 当社顧問、経営企画統括本部長

委嘱（現任） 

平成17年６月 当社常務取締役（現任） 

平成18年４月 当社常務執行役員（現任） 

2 

 



（注）１．役員の状況は、平成18年６月28日現在の状況を記載しております。 

２．監査役浅井裕史、儀賀裕理、伊藤茂昭の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．平成18年６月28日現在における執行役員は14名であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

常務取締役 
技術統括本部 

副本部長 
北川 賢司 昭和21年８月27日生 

昭和40年４月 大成建設㈱入社 

昭和47年11月 野田合板㈱入社 

昭和50年１月 当社入社 

平成４年４月 当社東京支社東京工事部長 

平成12年４月 当社技術推進部長 

平成14年４月 当社品質保証グループ長 

平成16年４月 当社技術統括本部副本部長兼任 

 三井ホームエンジニアリング㈱

代表取締役社長（現任） 

 ホームテクノリサーチ㈱代表取

締役会長（現任） 

平成16年６月 当社取締役、技術統括本部副本

部長（現任）・品質保証グルー

プ長委嘱 

平成18年４月 当社常務取締役（現任）、常務

執行役員（現任） 

2 

常務取締役 
神奈川・静岡 

営業本部長 
山口 博章 昭和25年５月12日生 

昭和49年４月 大和機工㈱入社 

昭和51年４月 当社入社 

平成10年４月 当社東京北支店長 

平成12年４月 当社千葉支店長 

平成15年10月 当社東京支店長 

平成16年６月 当社取締役、東京支店長委嘱 

平成17年４月 当社首都圏営業本部副本部長・

同本部業務推進部長兼任委嘱 

平成18年４月 当社常務取締役（現任）、常務

執行役員（現任）、神奈川・静

岡営業本部長委嘱（現任） 

2 

常勤監査役  辻村 一二 昭和20年５月１日生 

昭和44年４月 三井不動産㈱入社 

平成３年４月 当社入社、総務部長 

平成５年６月 当社取締役、総務部長委嘱 

平成９年６月 当社常務取締役 

平成12年６月 当社専務取締役 

平成14年４月 当社総務広報統括本部長委嘱 

平成15年４月 当社人事統括本部長兼任委嘱 

平成16年６月 当社常勤監査役（現任） 

16 

監査役  皆川 昌彦 昭和21年11月７日生 

昭和44年４月 日本石油輸送㈱入社 

昭和48年１月 ㈱長谷川工務店入社 

昭和50年４月 当社入社 

昭和62年４月 当社広島支店長 

平成17年４月 三井ホームリモデリング㈱監査

役（現任） 

平成17年６月 当社監査役（現任） 

18 

監査役  浅井 裕史 昭和27年11月23日生 

昭和51年４月 三井不動産㈱入社 

平成15年４月 同社経理部長 

平成17年４月 同社執行役員（現任）、経理部

長委嘱（現任） 

平成18年６月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役  儀賀 裕理 昭和23年１月22日生 

昭和46年４月 三井不動産㈱入社 

平成17年３月 三井不動産ゴルフプロパティー

ズ㈱代表取締役（現任） 

平成17年４月 三井不動産㈱関連事業部長（現

任） 

 ㈱ウエルネス代表取締役社長

（現任） 

平成18年６月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役  伊藤 茂昭 昭和23年11月４日生 
昭和55年４月 弁護士登録（東京弁護士会） 

平成18年６月 当社監査役（現任） 
1 

    計 114 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社では、経営の透明性・健全性の確保や、迅速な意思決定による経営の効率化という観点から、最適なコーポレ

ート・ガバナンスの整備構築を目指しており、株主総会、取締役会、監査役会など法律上の必須機能に加え、それら

を補完する機能として、「執行役員制度」の導入、「コンプライアンス委員会」・「リスクマネジメント委員会」の

設置など、諸施策を講じています。 

 当社では、監査役制度を引き続き採用し、経営監督機関である取締役会は、機動的な体制で迅速・適切な意思決定

と経営判断を行うとともに、業務上の重要課題は、社長の最高協議機関である経営会議において、その執行を審議し

ております。また、コンプライアンスの実践を重要な経営事項と認識し、コンプライアンス委員会を設置して当社お

よび当社グループでのコンプライアンス体制の強化を図っております。内部統制については、監査室がグループ全体

での内部監査を実施し法令遵守状況や業務リスクを把握することで、内部統制の実効性を高めています。 

 これら会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等は当事業年度末において次のとおりです。 

(1)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①取締役会 

取締役会は、原則月１回開催し、当社の重要事項を決定するとともに、取締役の業務執行状況を監督しておりま

す。取締役13名のうち１名は社外取締役であります。 

なお、当社では、平成18年４月に、経営の効率性、透明性の一層の向上と機動性の高い経営体制の構築、および

コーポレート・ガバナンスの強化を目的として、執行役員制度を導入しています。 

②監査役会 

当社は、監査役制度を採用しております。各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取

締役会その他の重要な会議に出席するほか、子会社および関連会社等を含み、業務および財産の状況を調査するな

どして、取締役の職務遂行を監査しております。監査役４名のうち２名は社外監査役であります。 

③経営会議 

経営会議は、原則週１回開催し、社長の最高協議機関として、業務執行上の重要事項を審議しております。役付

取締役および全ての本部長（本社５統括本部および全国７営業本部の長）等で構成され、経営判断の適正化、業務

執行の迅速化に資しています。当会議には監査役２名（そのうち１名は常勤監査役）が出席し、監査役による監査

の充実を図っています。 

④コンプライアンス委員会 

当社では、コンプライアンスの実践を重要な経営事項と捉え、コンプライアンス委員会を設置して、「コンプラ

イアンスマニュアル」を制定するとともに、当社グループ全体のコンプライアンスマインドの醸成と定着を図るた

め、全国各拠点でのコンプライアンス勉強会を実施するなど、リスクマネジメントを含むコンプライアンス体制の

構築に積極的に取り組んでおります。 

なお、平成18年４月には、コンプライアンス体制の構築・実現を補完するリスクマネジメントを分離し、リスク

の把握、予防、事後対応、再発防止等機能を明確にするため、リスクマネジメント委員会を設置しています。 

⑤内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査担当部門である監査室は、法令・業務規定の遵守状況や業務リスクを把握するなど、グループ全体での

内部監査を実施するとともに、トップマネジメントに対する適時適切な報告および改善提案を行うことで、コンプ

ライアンス経営の推進に資しています。なお、監査室及び会計監査人は、それぞれの監査結果を監査役会において

報告するなど、相互連携を取って監査の実効性向上に努めています。 

⑥会計監査の状況 

当社は、あずさ監査法人と監査契約を締結しております。当事業年度において業務を執行した公認会計士の氏

名、会計監査業務に係る補助者の構成については以下のとおりです。なお、業務を執行した公認会計士は、全員継

続関与年数が７年以内であります。 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員：亀岡義一 佐藤茂 

・会計監査業務に係る補助者の構成：公認会計士12名 会計士補７名 その他３名  



⑦社外取締役及び社外監査役との関係 

当社の社外取締役１名及び社外監査役２名は、いずれも当社の親会社である三井不動産株式会社（間接所有を含

め当社の議決権数の57.7％を保有）の取締役を兼務しております。 

(2)役員報酬の内容 

当事業年度における当社の社内取締役に対する報酬の額は、124百万円であります。なお、上記以外に使用人兼務

取締役の使用人分給与・賞与相当額として46百万円を支払っています。また、社外取締役に対する報酬は支払って

おりません。 

監査役に対する報酬の額は、19百万円であります。 

(3)監査報酬の内容 

当社は、当事業年度において、旧「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」および証券取引法に基

づく監査人としてあずさ監査法人を選任しております。 

当事業年度に係る当社のあずさ監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務

に基づく報酬の額は、60百万円であります。 

なお、上記以外にあずさ監査法人に対する報酬はありません。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて

記載しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に

より作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16年４月

１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表につい

て、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

現金及び預金   24,279   9,943  

受取手形・完成工事 
未収入金及び売掛金 

  8,713   8,868  

有価証券 ＊4  254   50  

未成工事支出金   9,767   9,497  

その他のたな卸資産   4,053   5,659  

営業立替金及び営業貸付金   7,713   6,216  

関係会社預け金   15,000   30,000  

繰延税金資産   2,674   2,678  

その他の流動資産   2,771   2,239  

貸倒引当金   △717   △200  

流動資産合計   74,510 62.3  74,953 62.1

Ⅱ 固定資産        

  １.有形固定資産 ＊1       

建物及び構築物  13,631   13,653   

機械装置及び運搬具  784   715   

工具器具及び備品  1,897   1,919   

リース資産  2,819   2,797   

土地 ＊3 14,245   14,157   

建設仮勘定  497   291   

有形固定資産合計   33,876 28.3  33,534 27.8

  ２.無形固定資産        

その他の無形固定資産  1,483   2,177   

無形固定資産合計   1,483 1.3  2,177 1.8

  ３.投資その他の資産        

投資有価証券 ＊2,4 1,926   1,811   

差入敷金・保証金  3,318   3,273   

繰延税金資産   3,602   4,029   

再評価に係る繰延税金資産 ＊3 70   －   

その他の投資その他の資産  1,063   1,042   

貸倒引当金  △251   △216   

投資その他の資産合計   9,730 8.1  9,940 8.3

固定資産合計   45,091 37.7  45,652 37.9

資産合計   119,602 100.0  120,605 100.0

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

支払手形・工事未払金 
及び買掛金 

  37,344   36,202  

短期借入金   2,783   1,433  

未払法人税等   770   1,001  

未払消費税等   768   830  

未払費用   5,019   5,777  

未成工事受入金   14,988   16,281  

預り金   6,808   6,577  

完成工事補償引当金   1,593   1,447  

その他の流動負債   1,710   2,289  

流動負債合計   71,787 60.0  71,839 59.5

Ⅱ 固定負債        

長期借入金   344   93  

預り敷金・保証金   3,496   3,365  

退職給付引当金   7,187   7,018  

役員退職慰労引当金   166   151  

繰延税金負債   22   36  

その他の固定負債   50   42  

固定負債合計   11,267 9.4  10,707 8.9

負債合計   83,054 69.4  82,547 68.4

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ＊6  13,900 11.6  13,900 11.5

Ⅱ 資本剰余金   14,145 11.8  14,145 11.7

Ⅲ 利益剰余金   25,178 21.1  26,647 22.1

Ⅳ 土地再評価差額金 ＊3  △17,063 △14.3  △16,833 △13.9

Ⅴ その他有価証券評価差額金   431 0.4  194 0.2

Ⅵ 為替換算調整勘定   △29 △0.0  28 0.0

Ⅶ 自己株式 ＊7  △15 △0.0  △24 △0.0

  資本合計   36,547 30.6  38,058 31.6

  負債・資本合計   119,602 100.0  120,605 100.0

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   223,592 100.0  232,692 100.0 

Ⅱ 売上原価 ＊2  172,555 77.2  180,400 77.5 

売上総利益   51,037 22.8  52,292 22.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ＊1,2  46,939 21.0  47,936 20.6 

営業利益   4,097 1.8  4,356 1.9 

Ⅳ 営業外収益        

受取利息  21   26   

持分法による投資利益  139   109   

受取保険金  28   19   

受取保険配当金  90   41   

連結調整勘定一括償却
額 

 109   －   

貸倒引当金戻入益  －   62   

その他の営業外収益  136 526 0.3 120 380 0.1 

Ⅴ 営業外費用        

支払利息  22   40   

固定資産除却損  62   62   

その他の営業外費用  113 198 0.1 104 206 0.1 

経常利益   4,426 2.0  4,530 1.9 

Ⅵ 特別利益        

貸倒引当金戻入益  75 75 0.0 － － － 

Ⅶ 特別損失        

固定資産除却損 ＊3 76   45   

固定資産売却損 ＊4 77   81   

減損損失 ＊5 139   －   

事務所移転費用  170   93   

過去勤務債務一括償却
額 

＊6 －   445   

特別退職金 ＊7 － 464 0.2 184 850 0.3 

税金等調整前当期純利
益 

  4,037 1.8  3,679 1.6 

法人税、住民税及び事
業税 

 847   1,230   

法人税等調整額  1,144 1,992 0.9 △178 1,052 0.5 

少数株主利益   135 0.0  － － 

当期純利益   1,909 0.9  2,627 1.1 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高    14,145   14,145 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   14,145  14,145 

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   24,254  25,178 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

     当期純利益  1,909   2,627   

     連結子会社清算に 
     伴う剰余金増加高 

 
13 1,922 － 2,627 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

     株主配当金  928   928   

     土地再評価差額金 
     取崩額 

 
70 999 230 1,158 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   25,178  26,647 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  4,037 3,679 

減価償却費  5,728 5,230 

減損損失  139 － 

貸倒引当金の増減額（減少：△）  △846 △552 

退職給付引当金の増減額（減少：△）  538 △169 

受取利息及び配当金  △24 △33 

支払利息  22 40 

売上債権の増減額（増加：△）  33 △130 

営業立替金及び営業貸付金の増減額 
（増加：△） 

 1,656 1,497 

未成工事支出金の増減額（増加：△）  △1,497 269 

たな卸資産の増減額（増加：△）  △647 △1,592 

仕入債務の増減額（減少：△）  2,041 △1,151 

未成工事受入金の増減額（減少：△）  △1,646 1,292 

預り金の増減額（減少：△）  △121 △231 

その他  1,081 1,600 

小計  10,496 9,749 

利息及び配当金の受取額  29 45 

利息の支払額  △21 △42 

法人税等の支払額  △887 △910 

営業活動によるキャッシュ・フロー  9,615 8,841 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △5,327 △4,783 

有形固定資産の売却による収入  61 124 

投資有価証券の取得による支出  △73 △194 

投資有価証券の売却による収入  70 204 

連結子会社株式の追加取得による支出  △625 － 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取
得による収入 

 7 － 

その他  △294 △819 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △6,181 △5,468 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（減少：△）  338 129 

長期借入金の返済による支出  △3,884 △1,902 

配当金の支払額  △929 △930 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △4,475 △2,702 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △1 13 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △1,042 684 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  40,291 39,249 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  39,249 39,933 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数   21社 

連結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４．関係

会社の状況」に記載のとおりであります。 

持分法適用会社であった関連会社、東九州ホーム

㈱は、株式の追加取得により子会社となったた

め、連結の範囲に含めております。 

連結子会社であったMitsui Home America,Inc.

は、清算を結了したため、連結の範囲から除外し

ております。ただし、清算結了までの期間の損益

は、連結損益計算書に含まれております。 

連結子会社であった㈱リフォームネットは、連結

子会社である三井ホームリモデリング㈱との合併

のため、連結の範囲から除外しております。ただ

し、合併までの期間の損益は、連結損益計算書に

含まれております。 

 １．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数   21社 

連結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４．関係

会社の状況」に記載のとおりであります。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した関連会社数      ７社 

主要会社名  姫路ホーム㈱ 

除外 １社 

   東九州ホーム㈱ 

連結子会社へ変更したためであります。 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した関連会社数      ６社 

主要会社名  姫路ホーム㈱ 

除外 １社 

   あきた千秋ホーム㈱ 

清算を結了したためであります。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうちMitsui Home Canada,Inc.の決算 

日は、12月31日であります。 

連結財務諸表の作成にあたっては、同決算日現在の

財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引がある場合には、連結上必要な調整を行って

おります。 

他の連結子会社の決算日は、すべて連結決算日と同

一であります。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうちMitsui Homes Canada,Inc.の決算 

日は、12月31日であります。 

連結財務諸表の作成にあたっては、同決算日現在の

財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引がある場合には、連結上必要な調整を行って

おります。 

他の連結子会社の決算日は、すべて連結決算日と同

一であります。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

(ア)満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

(ア)満期保有目的の債券 

同左 

(イ)その他有価証券 

時価のあるもの 

＜株式＞ 

期末前１か月の市場価格の平均による時

価法 

(イ)その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

＜債券＞ 

        期末日の市場価格に基づく時価法 

評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しており

ます。 

 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

(ア)未成工事支出金 

個別法による原価法 

③ たな卸資産 

(ア)未成工事支出金 

同左 

(イ)その他のたな卸資産 

a.販売用不動産・仕掛不動産勘定 

個別法による原価法 

 b.商品・製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 

総平均法による原価法 

(イ)その他のたな卸資産 

a.販売用不動産・仕掛不動産勘定 

同左 

 b.商品・製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

主として定率法 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）及びリース用の有形固定資産

については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物及び構築物   2～60年 

 工具器具及び備品  2～20年 

 リース資産     2～ 9年 

また、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償

却資産については、事業年度毎に一括して3年間で

均等償却をしております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

主として定率法 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）及びリース用の有形固定資産

については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物及び構築物   2～60年 

 工具器具及び備品  2～20年 

 リース資産     2～ 9年 

また、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償

却資産については、事業年度毎に一括して3年間で

均等償却をしております。 

 (追加情報) 

建物及び構築物のうち、当社の展示用建物につい

ては、従来、耐用年数を５年として償却しており

ましたが、最近の使用状況について見直しを行っ

た結果、当連結会計年度より、耐用年数を６年に

延長して償却することといたしました。 

この結果、従来の耐用年数によった場合と比較し

て、販売費及び一般管理費が249百万円減少し、営

業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が

同額増加しております。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

② 無形固定資産 

定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を

採用しております。 

 ② 無形固定資産 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 完成工事補償引当金 

当社及び三井デザインテック㈱他９社は、引渡物

件の補修工事費の支出に備えるため、過年度補修

実績率に基づく見積補修額を計上しております。 

なお、当社は、当連結会計年度末における今後の

定期巡回費用見積額をあわせて計上しておりま

す。 

② 完成工事補償引当金 

当社及び三井デザインテック㈱他10社は、引渡物

件の補修工事費の支出に備えるため、過年度補修

実績率に基づく見積補修額を計上しております。 

なお、当社は、当連結会計年度末における今後の

定期巡回費用見積額をあわせて計上しておりま

す。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、主として当連結

会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、主として当連結

会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。 

また、過去勤務債務は発生年度に一括処理するこ

ととしております。 

④ 役員退職慰労引当金 

当社、三井ホームコンポーネント㈱及び三井ホーム

リンケージ㈱他２社は、役員の退職慰労金支給に備

えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 完成工事高の計上基準 

工事完成基準によっております。 

(4) 完成工事高の計上基準 

同左 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社等の資産及び

負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は資本の部における「為替換算調

整勘定」に含めております。 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

同左 

(6) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

(6) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(7) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例

処理の要件を満たす金利スワップについては、特

例処理を採用しております。 

(7) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

＜ヘッジ手段＞    ＜ヘッジ対象＞ 

為替予約取引     外貨建予定取引 

金利スワップ取引   借入金に係る利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

為替予約取引は、住宅部資材の輸入取引に係る急

激な為替変動リスクを回避し、安定した購入価格

を維持する目的で行っており、年間の輸入仕入実

績及び販売計画に基づき、実需の範囲で実施して

おります。 

金利スワップ取引は、借入金の金利変動リスクを

回避する目的で行っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約及び金利スワップについては、ヘッジ対象

とヘッジ手段に関する重要な条件が同一であり、か

つ、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動又

はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと

想定できるため、ヘッジの有効性の評価は省略して

おります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっており

ます。 

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却

を行っております。 

ただし、金額が僅少の場合は、発生した期の損益と

して処理しております。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成しております。（確定方式） 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第６号）が平成16年３月31

日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用

できることになったことに伴い、当連結会計年度から同

会計基準及び同適用指針を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利益が139百万円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── 



表示方法の変更 

追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

 流動資産の「営業貸付金」（当連結会計年度1,482百

万円）につきましては、前連結会計年度までは区分掲記

しておりましたが、資産合計に占める金額の重要性が低

いため、「営業立替金」（当連結会計年度6,230百万

円）と表示科目を統合し、当連結会計年度より流動資産

の「営業立替金及び営業貸付金」として表示しておりま

す。 

────── 

  

────── 

  

（連結損益計算書） 

 営業外収益の「貸倒引当金戻入益」（前連結会計年度

6百万円）につきましては、前連結会計年度までは営業

外収益の「その他の営業外収益」に含めて表示しており

ましたが、営業外収益の総額の100分の10を超えたた

め、当連結会計年度より区分掲記しております。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 従来、区分掲記しておりました「営業立替金の増減

額」（当連結会計年度△1,577百万円）及び営業活動に

よるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示して

おりました「営業貸付金の増減額」（当連結会計年度

3,233百万円、前連結会計年度1,340百万円）につきまし

ては、当連結会計年度より「営業立替金及び営業貸付金

の増減額」として表示しております。 

────── 

  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（外形標準課税） 

 「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」（企業会計基準委

員会 平成16年２月13日 実務対応報告第12号）に基づ

き、法人事業税の付加価値割及び資本割198百万円を販

売費及び一般管理費として処理しております。 

────── 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額は、31,569百万円

であります。 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額は、32,570百万円

であります。 

＊２ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

＊２ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

投資有価証券（株式）    977百万円 投資有価証券（株式） 1,088百万円

＊３ 当社、三井デザインテック㈱及び三井ホームリン

ケージ㈱は、「土地の再評価に関する法律」（平

成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、 事業

用の土地の再評価を行い、「土地再評価差額金」

を資本の部に計上しております。 

 なお、当連結会計年度末において、売却が確定

している土地の再評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金資産」として資産の部に

計上し、同額を資本の部の「土地再評価差額金」

に加算しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第５号に定

める不動産鑑定士または不動産鑑定士補による

鑑定評価に基づき算出する方法によっておりま

す。 

再評価を行った年月日  平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価 

    後の帳簿価額との差額 

                  △2,880百万円 

＊３ 当社は、「土地の再評価に関する法律」（平成10

年3月31日公布法律第34号）に基づき、 事業用の

土地の再評価を行い、「土地再評価差額金」を資

本の部に計上しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第５号に定

める不動産鑑定士または不動産鑑定士補による

鑑定評価に基づき算出する方法によっておりま

す。 

再評価を行った年月日  平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価 

    後の帳簿価額との差額 

                  △3,147百万円 

  

＊４ 担保に供されている資産 

割引国債323百万円（有価証券249百万円、投資有

価証券74百万円）を宅地建物取引業法に基づく営

業保証金として、東京法務局に供託しておりま

す。 

＊４ 担保に供されている資産 

割引国債319百万円（有価証券50百万円、投資有価

証券269百万円）を宅地建物取引業法に基づく営業

保証金として、東京法務局に供託しております。 

 ５ 偶発債務 

次のとおり保証を行っております。 

 ５ 偶発債務 

次のとおり保証を行っております。 

 （注）保証残高相当額の担保を設定しております。 

被保証者 
保証金額 
（百万円） 

被保証債務の内容 

住宅ローン利用者 
（注） 

8,123 
住宅ローンの金融
機関に対する保証 

 （注）保証残高相当額の担保を設定しております。 

被保証者 
保証金額 
（百万円）

被保証債務の内容 

住宅ローン利用者 
（注） 

   7,479  
住宅ローンの金融
機関に対する保証 

＊６ 発行済株式の総数 

    普通株式          66,355,000株 

＊６ 発行済株式の総数 

    普通株式          66,355,000株 

＊７ 自己株式の保有数 

当社 

 普通株式               32,076株 

＊７ 自己株式の保有数 

当社 

 普通株式               45,330株 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１ 販売費及び一般管理費の主要な費目 ＊１ 販売費及び一般管理費の主要な費目 

給料・手当  15,244百万円

退職給付費用    811百万円

役員退職慰労引当金繰入額   38百万円

地代家賃   4,812百万円

給料・手当 16,188百万円

退職給付費用 817百万円

役員退職慰労引当金繰入額 40百万円

地代家賃 4,906百万円

＊２ 研究開発費の総額 ＊２ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に
含まれる研究開発費 

   618百万円
一般管理費及び当期製造費用に
含まれる研究開発費 

559百万円

＊３ 固定資産除却損の内訳 ＊３ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物    62百万円

機械装置及び運搬具   13百万円

工具器具及び備品   1百万円

合計    76百万円

建物及び構築物 21百万円

工具器具及び備品 3百万円

その他の無形固定資産 20百万円

合計 45百万円

＊４ 固定資産売却損の内訳 

建物及び構築物    20百万円

土地   56百万円

合計    77百万円

＊４ 固定資産売却損の内訳 

建物及び構築物 2百万円

土地 79百万円

合計 81百万円

＊５ 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産について減損損失を計上しております。 

 当社グループは、他の資産又は資産グループの

キャッシュ・フローから概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小の単位に拠って資産を

グループ化して減損の検討を行っております。そ

の結果、賃貸用資産の一部については賃貸相場低

迷等により収益性が低下しているため、遊休資産

については近年の地価下落のため、当該資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（139百万円）として特別損失に計上して

おります。その内訳は、土地28百万円、建物及び

構築物88百万円、その他22百万円であります。 

 なお、当該資産の回収可能価額は、鑑定評価額

を基準にした正味売却価額により算定しておりま

す。 

用途 種類 場所 
減損損失 

（百万円）

賃貸用資産 
土地、 
建物他 

福岡県福岡市
南区 

55 

遊休資産 
土地、 
建物他 

長野県北佐久
郡軽井沢町他 

83 

計 － － 139 

＊５         ────── 

＊６         ────── ＊６ 過去勤務債務一括償却額は、連結子会社である三

井デザインテック㈱及び三井ホームリモデリング

㈱の退職金規程改定に伴い発生した過去勤務債務

の一括処理額であります。 

＊７         ────── ＊７ 特別退職金は、当社から連結子会社である三井ホ

ームリモデリング㈱への転籍実施に伴う割増退職

金であります。 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  （平成17年３月31日現在）

現金及び預金勘定 24,279百万円

預入期間が３か月を超える定期預金   △30百万円

関係会社預け金勘定 15,000百万円

現金及び現金同等物 39,249百万円

 （平成18年３月31日現在）

現金及び預金勘定 9,943百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △10百万円

関係会社預け金勘定 30,000百万円

現金及び現金同等物 39,933百万円

  

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引 

  

（借主側）   

(1) リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額 

 

建物及
び構築
物 
(百万円) 

機械装
置及び
運搬具 
(百万円)

工具器
具及び
備品 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価
額相当
額 

18 102 268 389 

減価償
却累計
額相当
額 

14 93 137 245 

期末残
高相当
額 

3 9 131 144 

 

建物及
び構築
物 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 
(百万円) 

工具器
具及び
備品 
(百万円) 

合計 
(百万円)

取得価
額相当
額 

18 14 254 287 

減価償
却累計
額相当
額 

17 6 138 162 

期末残
高相当
額 

1 7 116 125 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左 

(2) 未経過リース料期末残

高相当額 

１年内 60百万円

１年超 83百万円

合計   144百万円

１年内 51百万円

１年超 73百万円

合計 125百万円

 （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高

が、有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しており

ます。 

同左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3) 支払リース料及び減価

償却費相当額 

支払リース料   86百万円

減価償却費相当額   86百万円

支払リース料 63百万円

減価償却費相当額 63百万円

(4) 減価償却費相当額の算

定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 

（貸主側）   

(1) リース物件の取得価

額、減価償却累計額及

び期末残高 

 

建物及
び構築
物 
(百万円) 

機械装
置及び
運搬具 
(百万円)

工具器
具及び
備品 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価
額 

2,335 180 5,979 8,495 

減価償
却累計
額 

1,546 133 3,995 5,675 

期末残
高 

789 46 1,983 2,819 

 

建物及
び構築
物 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 
(百万円)

工具器
具及び
備品 
(百万円) 

合計 
(百万円)

取得価
額 

2,357 173 5,986 8,517 

減価償
却累計
額 

1,567 161 3,991 5,720 

期末残
高 

790 11 1,995 2,797 

(2) 未経過リース料期末残

高相当額 

１年内 1,134百万円

１年超 1,666百万円

合計 2,801百万円

１年内 1,009百万円

１年超 1,742百万円

合計 2,752百万円

(3) 受取リース料、減価償

却費及び受取利息相当

額 

受取リース料 1,471百万円

減価償却費 1,283百万円

受取利息相当額    92百万円

受取リース料 1,328百万円

減価償却費 1,212百万円

受取利息相当額 78百万円

(4) 利息相当額の算定方法 利息相当額の各期への配分方法について

は利息法によっております。 

同左 

２．オペレーティング・リー

ス取引 

  

（借主側）   

未経過リース料 １年内  4百万円

１年超  12百万円

合計  16百万円

１年内 4百万円

１年超 10百万円

合計 15百万円

（貸主側）   

未経過リース料 １年内   30百万円

１年超   31百万円

合計   62百万円

１年内 23百万円

１年超 32百万円

合計 55百万円



（有価証券関係） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日）及び当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18

年３月31日）に売却したその他有価証券はありません。 

 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

るもの 

(1) 国債・地方債等 318 319 1 － － － 

(2) 社債 － － － － － － 

(3) その他 － － － － － － 

小計 318 319 1 － － － 

時価が連結貸借対

照表計上額を超え

ないもの 

(1) 国債・地方債等 10 10 － 319 312 △6 

(2) 社債 － － － － － － 

(3) その他 － － － － － － 

小計 10 10 － 319 312 △6 

合計 328 329 1 319 312 △6 

 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1) 株式 72 799 726 72 377 304 

(2) 債券       

 ①国債・地方債等 － － － － － － 

 ②社債 － － － － － － 

 ③その他 － － － － － － 

(3) その他 － － － － － － 

小計 72 799 726 72 377 304 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1) 株式 － － － － － － 

(2) 債券       

 ①国債・地方債等 － － － － － － 

 ②社債 － － － － － － 

 ③その他 － － － － － － 

(3) その他 － － － － － － 

 小計 － － － － － － 

合計 72 799 726 72 377 304 



４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日）及び当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31

日） 

(1) 取引の内容及び利用目的 

 連結子会社２社において、為替予約取引と金利スワップ取引を行っております。住宅部資材加工・販売事業に

おいて、北米からの住宅部資材の輸入取引に係る急激な為替変動によるリスクを回避するとともに、安定した購

入価格を維持する目的で為替予約取引を行っております。 

 金融・リース事業において借入金の金利変動によるリスクを回避する目的で、一部金利スワップ取引を行って

おります。 

 なお、ヘッジ手段等については、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．会計処理基準に関

する事項 (7)重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。 

(2) 取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、実需に対応し、上記の目的で行うものに限定しており、投機的な取引は行わない方針で

あります。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引については為替相場の変動によるリスクを、金利スワップ取引については市場金利の変動による

リスクをそれぞれ有するものの、これらの取引は実需の範囲内で行っております。 

 また、いずれも取引の相手方に関わる信用リスクを内在しておりますが、信用度の高い国内の銀行であるた

め、相手方の契約不履行による信用リスクはほとんどないものと認識しております。 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

 為替予約取引については、住宅部資材の年間の輸入仕入実績及び販売計画に基づく取引範囲内の額を「為替予

約基準」に則り所定の手続きにより予約しております。 

 金利スワップ取引については、当該会社の経営会議の承認に基づき行われております。 

 なお、いずれの取引についても当該会社の当社所管部との事前協議がなされるとともに、先物為替予約状況及

びスワップ取引の損益状況等について適時報告を受けております。 

２．取引の時価等に関する事項 

 前連結会計年度（平成17年３月31日現在）及び当連結会計年度（平成18年３月31日現在）に係るデリバティブ

取引は、ヘッジ会計が適用されていることにより記載を省略しております。 

 
前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 76 76 

 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

(1) 債券         

①国債・地方債等 254 59 15 － 50 254 15 － 

 ②社債 － － － － － － － － 

 ③その他 － － － － － － － － 

(2) その他 － － － － － － － － 

合計 254 59 15 － 50 254 15 － 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。

また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退

職金を支払う場合があります。 

２．退職給付債務及びその内訳 

（注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用の内訳 

（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。 

２．過去勤務債務は、連結子会社である三井デザインテック㈱及び三井ホームリモデリング㈱の退職金

規程改定に伴い発生したものであり、特別損失に計上しております。 

３．臨時に支払った割増退職金のうち184百万円は、当社から連結子会社である三井ホームリモデリング

㈱への転籍実施に伴う割増退職金であり、特別損失に計上しております。 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

(1)退職給付債務    △12,893百万円    △13,916百万円  

(2)年金資産       4,073百万円   6,137百万円  

(3)未積立退職給付債務 (1)＋(2)     △8,820百万円    △7,779百万円  

(4)未認識数理計算上の差異       1,654百万円   851百万円  

(5)連結貸借対照表計上額純額 (3)＋(4)     △7,165百万円    △6,927百万円  

(6)前払年金費用    21百万円   90百万円  

(7)退職給付引当金 (5)－(6)     △7,187百万円    △7,018百万円  

 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

(1)勤務費用     971百万円   827百万円  

(2)利息費用     285百万円   310百万円  

(3)期待運用収益    △86百万円    △95百万円  

(4)数理計算上の差異の費用処理額     225百万円   229百万円  

(5)過去勤務債務の費用処理額     －   445百万円  

(6)臨時に支払った割増退職金     －   204百万円  

(7)退職給付費用       1,395百万円   1,921百万円  

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

(1)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2)割引率 2.5％ 2.5％ 

(3)期待運用収益率 2.5％ 2.5％ 

(4)過去勤務債務の処理年数 － 発生年度に一括処理 

(5)数理計算上の差異の処理年数 10年 10年 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

繰延税金資産  

退職給付引当金損金算入限度超
過額 

   2,738百万円

繰越欠損金   1,584百万円

減価償却費償却限度超過額   1,306百万円

未払賞与    1,127百万円

完成工事補償引当金    648百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額    428百万円

未実現利益修正    115百万円

その他    854百万円

繰延税金資産小計    8,804百万円

評価性引当額  △2,209百万円

繰延税金資産計   6,595百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金    △295百万円

減価償却不足額    △39百万円

たな卸資産配賦経費      △4百万円

繰延税金負債計    △339百万円

繰延税金資産の純額    6,255百万円

流動資産－繰延税金資産    2,674百万円

固定資産－繰延税金資産    3,602百万円

固定負債－繰延税金負債   22百万円

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

繰延税金資産  

退職給付引当金損金算入限度超
過額 

2,850百万円

繰越欠損金 1,617百万円

減価償却費償却限度超過額 1,238百万円

未払賞与 1,215百万円

完成工事補償引当金 587百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 206百万円

未実現利益修正 202百万円

その他 827百万円

繰延税金資産小計 8,745百万円

評価性引当額 △1,881百万円

繰延税金資産計 6,863百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △123百万円

前払年金費用 △38百万円

減価償却不足額 △24百万円

たな卸資産配賦経費 △3百万円

繰延税金負債計 △191百万円

繰延税金資産の純額 6,672百万円

流動資産－繰延税金資産 2,678百万円

固定資産－繰延税金資産 4,029百万円

固定負債－繰延税金負債 36百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.69％

（調整）  

永久に損金に算入されない項目 4.31％

住民税均等割等 2.03％

税効果を伴わない連結手続項目 △2.53％

未実現利益税効果未認識額 3.23％

その他 1.61％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

49.34％

法定実効税率 40.69％

（調整）  

評価性引当額の増減 △8.90％

永久に損金に算入されない項目 4.03％

住民税均等割等 2.77％

税効果を伴わない連結手続項目 △1.16％

未実現利益税効果未認識額 △2.62％

更正による影響 △7.24％

その他 1.03％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

28.60％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 
建築請負事
業 
（百万円） 

住宅部資材
加工・販売
事業 
（百万円）

金融・リー
ス事業 
（百万円）

その他の事
業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益        

売上高        

(1) 
外部顧客に対する売
上高 

189,418 20,416 1,901 11,856 223,592 － 223,592 

(2) 
セグメント間の内部
売上高又は振替高 

80 34,055 2,017 2,508 38,662 (38,662) － 

計 189,498 54,472 3,919 14,365 262,255 (38,662) 223,592 

営業費用 184,735 53,684 3,746 13,268 255,434 (35,939) 219,494 

営業利益 4,763 787 172 1,097 6,820 (2,722) 4,097 

Ⅱ．
資産、減価償却費 
及び資本的支出 

       

資産 39,009 26,900 13,525 9,686 89,121 30,481 119,602 

減価償却費 2,368 526 2,597 76 5,569 158 5,728 

資本的支出 2,725 291 2,401 3 5,421 35 5,457 

 
建築請負事
業 
（百万円） 

住宅部資材
加工・販売
事業 
（百万円）

金融・リー
ス事業 
（百万円）

その他の事
業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益        

売上高        

(1) 
外部顧客に対する売
上高 

195,138 20,759 1,759 15,034 232,692 － 232,692 

(2) 
セグメント間の内部
売上高又は振替高 

119 33,922 1,888 2,785 38,715 (38,715) － 

計 195,258 54,682 3,647 17,820 271,408 (38,715) 232,692 

営業費用 190,691 53,765 3,534 16,593 264,585 (36,249) 228,336 

営業利益 4,566 916 113 1,227 6,823 (2,466) 4,356 

Ⅱ．
資産、減価償却費 
及び資本的支出 

       

資産 38,563 27,357 14,353 12,131 92,406 28,198 120,605 

減価償却費 2,151 465 2,401 67 5,084 145 5,230 

資本的支出 3,104 279 2,863 7 6,254 23 6,278 



（注）１．事業区分の方法 

事業は、請負、物販、金融・リース等の事業形態により区分しております。 

２．各事業区分に属する主要な事業の内容 

３．消去又は全社の項目に含めた金額及び主な内容 

４．耐用年数の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、建物及び構

築物のうち当社の展示用建物について耐用年数の延長を行っております。 

この結果、従来の耐用年数によった場合と比較して、建築請負事業において営業費用が249百万円減少

し、営業利益が同額増加しております。なお、建築請負事業以外の各セグメントにおいては影響はありませ

ん。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日）及び当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年

３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額の合計額に占める

割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日）及び当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年

３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

事業区分 主要な事業内容 

建築請負事業 
ツーバイフォー工法を中心とする住宅の設計・施工監理・施工請負、
住宅・商業施設の内装工事、インテリア工事、リフォーム工事等の請
負 

住宅部資材加工・販売事業 住宅部資材の仕入・加工及び販売 

金融・リース事業 
住宅購入者に対するつなぎ融資及びローン保証業務、展示用建物・各
種コンピュータ等のリース 

その他の事業 
不動産分譲、賃貸住宅の斡旋・管理、住宅の企画設計・調査・点検業
務 

 
前連結会計年度 
（百万円） 

当連結会計年度 
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた
配賦不能営業費用の金額 

2,811 2,675 
当社の総務・人事部門等の管理
部門に係る費用であります。 

消去又は全社の項目に含めた
全社資産の金額 

43,686 43,899 

当社の余資運転資金（現金及び
預金、有価証券）、長期投資資
金（投資有価証券）及び管理部
門に係る資産等であります。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

 （注） 取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

(1) 住宅建築の請負については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、物件毎に交渉の上、一般的取引

条件と同様に決定しております。 

(2) 預け金に対する受取利息の利率は、市場金利に基づいて決定しております。  

属性 会社等の名称 住所 
資本金 
（百万円） 

事業の内容 
議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

役員の兼任等 事業上の関係 

親会社 三井不動産㈱ 

東京都中央
区 

134,433 
総合不動産
業 

直接 
56.46％ 

間接 
1.19％ 

役員の兼任 
３名 

転籍 
７名 

当社への建売住
宅の設計施工の
発注及び不動産
の貸付 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 

営業取引 住宅建築の請負 2,016 完成工事未収入金 588 

営業取引以
外の取引 

資金預託取引 15,000 関係会社預け金 15,000 



当連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

 （注） 取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

ａ．住宅建築の請負については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、物件毎に交渉の上、一般的取引

条件と同様に決定しております。 

ｂ．関係会社預け金は、当社の親会社である三井不動産㈱がグループ各社に提供する関係会社預り金制度に係るもの  

    であり、資金預託取引の取引金額は期末残高を記載しております 

ｃ．預け金に対する受取利息の利率は、市場金利に基づいて決定しております。 

(2) 役員及び個人主要株主等 

 （注） 取引金額は消費税等抜きの金額で記載しております。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 

一般のお客様と同様であります。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金 
（百万円） 

事業の内容 
議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

役員の兼任等 事業上の関係 

親会社 三井不動産㈱ 

東京都中央
区 

174,296 
総合不動産
業 

直接 
56.46％ 

間接 
1.19％ 

役員の兼任 
３名 

転籍 
７名 

当社への建売住
宅の設計施工の
発注及び不動産
の貸付 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 

営業取引 住宅建築の請負 2,131 完成工事未収入金 135 

営業取引以
外の取引 

資金預託取引 30,000 関係会社預け金 30,000 

属性 氏名 住所 
資本金 
（百万円） 

職業 
議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

役員の兼任等 事業上の関係 

役員の

近親者 

当社監査役皆

川昌彦の義兄 

－ － － － － － 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 

営業取引 
住宅建築工事及び
住宅改築工事の請
負 

34 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 551.06 573.94 

１株当たり当期純利益（円） 28.79 39.62 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  潜在株式がないため、記載して
おりません。 

 同左 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（百万円） 1,909 2,627 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,909 2,627 

普通株式の期中平均株式数（株） 66,328,936 66,317,345 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 881 1,182 4.6 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,902 251 1.0 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 344 93 1.0 
平成19年～ 

平成20年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 3,127 1,527 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 93 － － － 



２【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

現金及び預金   23,027   8,681  

完成工事未収入金 ＊6  1,814   1,181  

売掛金 ＊6  637   582  

有価証券 ＊1  189   －  

未成工事支出金   7,183   6,910  

販売用不動産   465   1,581  

仕掛不動産勘定   155   975  

貯蔵品   23   22  

前渡金   21   52  

前払費用   720   753  

関係会社短期貸付金   9,997   12,382  

関係会社預け金   15,000   30,000  

未収入金 ＊6  1,869   1,714  

繰延税金資産   2,056   1,972  

その他の流動資産   80   80  

貸倒引当金   △4,145   △3,913  

流動資産合計   59,097 59.7  62,976 61.1 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

建物  26,091   27,131   

減価償却累計額  13,939 12,152  15,069 12,061  

構築物  761   763   

減価償却累計額  588 172  609 154  

車両運搬具  2   2   

減価償却累計額  2 0  2 0  

工具器具及び備品  979   992   

減価償却累計額  830 149  852 140  

土地 ＊3  13,847   13,847  

建設仮勘定   327   184  

有形固定資産合計   26,649 26.9  26,388 25.6 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

２．無形固定資産        

ソフトウェア   777   1,402  

電話加入権   172   172  

その他の無形固定資
産 

  154   161  

無形固定資産合計   1,104 1.1  1,736 1.7 

３．投資その他の資産        

投資有価証券 ＊1  934   697  

関係会社株式   3,222   3,222  

長期貸付金   179   155  

従業員長期貸付金   9   11  

関係会社長期貸付金   2,085   2,175  

長期前払費用   319   330  

差入敷金・保証金 ＊6  2,340   2,271  

繰延税金資産   2,848   2,888  

再評価に係る繰延税
金資産 

＊3  70   －  

その他の投資その他
の資産 

  300   343  

貸倒引当金   △139   △145  

投資その他の資産合計   12,170 12.3  11,951 11.6 

固定資産合計   39,924 40.3  40,076 38.9 

資産合計   99,021 100.0  103,053 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

支払手形   2,926   －  

工事未払金 ＊6  17,394   19,964  

未払金   460   1,784  

未払法人税等   234   145  

未払消費税等   504   572  

未払費用   3,230   3,820  

未成工事受入金   11,920   12,649  

前受金   10   161  

預り金 ＊6  19,948   22,019  

完成工事補償引当金   1,382   1,265  

流動負債合計   58,011 58.6  62,383 60.5 

Ⅱ 固定負債        

預り敷金・保証金   1,242   1,162  

退職給付引当金   5,867   5,131  

役員退職慰労引当金   120   98  

固定負債合計   7,230 7.3  6,392 6.2 

負債合計   65,242 65.9  68,776 66.7 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ＊4  13,900 14.0  13,900 13.5 

Ⅱ 資本剰余金        

資本準備金  3,475   3,475   

その他資本剰余金        

資本準備金減少差益  10,670   10,670   

資本剰余金合計   14,145 14.3  14,145 13.7 

Ⅲ 利益剰余金        

任意積立金        

別途積立金  18,000   18,000   

当期未処分利益  4,254   4,909   

利益剰余金合計   22,254 22.5  22,909 22.2 

 Ⅳ 土地再評価差額金 ＊3  △16,936 △17.1  △16,833 △16.3 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  431 0.4  180 0.2 

Ⅵ 自己株式 ＊5  △15 △0.0  △24 △0.0 

資本合計   33,779 34.1  34,277 33.3 

負債・資本合計   99,021 100.0  103,053 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

完成工事高  144,607   147,828   

その他売上高  4,760 149,367 100.0 6,808 154,637 100.0 

Ⅱ 売上原価        

完成工事原価 ＊1 115,268   118,851   

その他売上原価  2,564 117,833 78.9 4,702 123,554 79.9 

売上総利益        

完成工事総利益  29,338   28,976   

その他売上総利益  2,195 31,534 21.1 2,106 31,083 20.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

広告宣伝費  1,572     1,419     

販売促進費  1,188     1,211     

販売手数料  1,056     1,045     

役員報酬  160     143     

従業員給与手当  7,656     7,674     

従業員賞与  1,903     2,055     

退職給付費用  564     601     

役員退職慰労引当金繰
入額 

 28     27     

法定福利費  1,282     1,270     

福利厚生費  717     735     

旅費交通費   933     936     

電話通信費   578     509     

賃借料   747     608     

水道光熱費   370     359     

減価償却費   2,322     2,058     

修繕費   65     83     

消耗品費   221     238     

図書印刷費   476     469     

研究開発費  ＊2 619     559     

委託調査設計料   783     759     

租税公課   355     383     

交際費   161     156     

寄付金   9     9     

地代家賃   3,662     3,733     

雑費   2,569 30,006 20.1 2,457 29,510 19.1 

営業利益   1,528 1.0  1,572 1.0 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

受取利息 ＊1 108   142   

受取配当金 ＊1 695   688   

受取保険配当金  81   24   

その他の営業外収益  149 1,034 0.7 59 914 0.6 

Ⅴ 営業外費用        

支払利息 ＊1 19   20   

固定資産除却損  21   7   

貸倒引当金繰入額   －   57   

その他の営業外費用  41 83 0.0 64 149 0.1 

経常利益   2,479 1.7  2,337 1.5 

Ⅵ 特別利益        

貸倒引当金戻入益   217 217 0.1 － － － 

Ⅶ 特別損失        

固定資産除却損 ＊3 12   35   

固定資産売却損 ＊4 77   －   

減損損失 ＊5 139   －   

事務所移転費用  69   73   

特別退職金  ＊6  － 299 0.2 184 293 0.2 

税引前当期純利益   2,396 1.6  2,044 1.3 

法人税、住民税及び事業
税 

 82   69   

法人税等調整額  800 882 0.6 287 357 0.2 

当期純利益   1,514 1.0  1,686 1.1 

前期繰越利益   2,167   3,789  

利益準備金取崩額   1,107   －  

土地再評価差額金取崩額   △70   △103  

中間配当額   464   464  

当期未処分利益   4,254   4,909  

        



ａ．完成工事原価報告書 

 （注）１．原価計算の方法は個別原価計算を採用しております。 

２．経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

ｂ．その他売上原価明細書 

 （注） 建物取得費には、自社建築費を含んでおります。 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費 35,620 30.9 36,698 30.9 

Ⅱ 外注費 65,476 56.8 67,129 56.5 

Ⅲ 経費 14,172 12.3 15,024 12.6 

計 115,268 100.0 118,851 100.0 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 

１．直接経費   

外注設計料 4,434 4,567 

法定福利費 381 395 

その他 397 461 

計 5,214 5,424 

２．間接経費配賦額 8,957 9,599 

（うち人件費） (4,270) (4,090) 

計 14,172 15,024 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

土地取得費 645 25.2 2,744 58.4 

建物取得費 158 6.2 179 3.8 

商品 0 0.0 8 0.2 

人件費 374 14.6 401 8.5 

諸経費 1,386 54.0 1,368 29.1 

（うち減価償却費） (271)  (250)  

（うち地代家賃） (22)  (18)  

（その他） (1,092)  (1,099)  

計 2,564 100.0 4,702 100.0 



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認年月日 
 平成17年６月28日） 

当事業年度 
（株主総会承認年月日 
 平成18年６月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（当期未処分利益の処分）      

Ⅰ 当期未処分利益   4,254  4,909 

Ⅱ 利益処分額      

株主配当金  464 464 464 464 

Ⅲ 次期繰越利益   3,789  4,444 

      

（その他資本剰余金の処分）      

Ⅰ その他資本剰余金   10,670  10,670 

Ⅱ その他資本剰余金 
  次期繰越額 

  
10,670 

 
10,670 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

満期保有目的の債券 

        同左 

 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

        同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末前１か月の市場価格の平均によ

る時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）                 

その他有価証券 

時価のあるもの 

        同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

        同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

未成工事支出金 個別法による原価法 

販売用不動産  個別法による原価法 

仕掛不動産勘定 個別法による原価法 

貯蔵品     総平均法による原価法 

未成工事支出金  同左 

販売用不動産    同左 

仕掛不動産勘定  同左 

貯蔵品          同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物         2 ～ 60年 

構築物        2 ～ 60年 

工具器具及び備品   2 ～ 20年 

 また、取得価額が10万円以上20万円未

満の減価償却資産については、事業年度

毎に一括して３年間で均等償却をしてお

ります。 

有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物         2 ～ 50年 

構築物        2 ～ 50年 

工具器具及び備品   2 ～ 20年 

 また、取得価額が10万円以上20万円未

満の減価償却資産については、事業年度

毎に一括して３年間で均等償却をしてお

ります。 

（追加情報） 

 建物のうち、展示用建物については、

従来、耐用年数を５年として償却してお

りましたが、最近の使用状況について見

直しを行った結果、当事業年度より、耐

用年数を６年に延長して償却することと

いたしました。 

 この結果、従来の耐用年数によった場

合と比較して、販売費及び一般管理費が  

300百万円減少し、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益が同額増加しており

ます。 

 無形固定資産 

 定額法 

 ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用しております。 

無形固定資産 

        同左 

 長期前払費用 

 定額法 

長期前払費用 

        同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

貸倒引当金 

        同左 

 完成工事補償引当金 

 引渡物件の補修工事費の支出に備える

ため、過年度補修実績率に基づく見積補

修額を計上するとともに、当事業年度末

における今後の定期巡回費用見積額をあ

わせて計上しております。 

完成工事補償引当金 

        同左 

 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしており

ます。 

退職給付引当金 

        同左 

 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 

役員退職慰労引当金 

        同左 

５．完成工事高の計上基準  完成工事高の計上は、工事完成基準に

よっております。 

        同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

        同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理方法 

        同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第６号）が平成16年３月31

日に終了する事業年度に係る財務諸表から適用できるこ

とになったことに伴い、当事業年度から同会計基準及び

同適用指針を適用しております。 

 これにより税引前当期純利益が 139百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

          ────── 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（損益計算書） 

 営業外収益の「有価証券利息」（当事業年度１百万

円）につきましては、前事業年度までは区分掲記してお

りましたが、重要性が低いため、当事業年度より営業外

収益の「受取利息」に含めて表示しております。 

          ────── 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（外形標準課税） 

 「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」（企業会計基準委

員会 平成16年２月13日 実務対応報告第12号）に基づ

き、法人事業税の付加価値割及び資本割 154百万円を販

売費及び一般管理費の租税公課として処理しておりま

す。 

          ────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

＊１ 担保に供されている資産 

 割引国債 243百万円（有価証券 184百万円、投資

有価証券59百万円）を宅地建物取引業法に基づく

営業保証金として、東京法務局に供託しておりま

す。 

＊１ 担保に供されている資産 

 割引国債 244百万円（投資有価証券 244百万円）

を宅地建物取引業法に基づく営業保証金として、

東京法務局に供託しております。 

 ２ 偶発債務 

次のとおり保証を行っております。 

 ２ 偶発債務 

次のとおり保証を行っております。 

被保証者 
保証金額
（百万円） 

被保証債務の内容 

住宅ローン利用者 
１件（注） 

12 
住宅ローンの金融
機関に対する保証 

被保証者 
保証金額
（百万円）

被保証債務の内容 

住宅ローン利用者 
１件（注） 

12 
住宅ローンの金融
機関に対する保証 

 （注）保証残高相当額の担保を設定しております。  （注）保証残高相当額の担保を設定しております。 

＊３ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、「土地再評価差額金」を資本の部に

計上しております。 

 なお、当事業年度末において、売却が確定して

いる土地の再評価差額に係る税金相当額を「再評

価に係る繰延税金資産」として資産の部に計上

し、同額を資本の部の「土地再評価差額金」に加

算しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号） 第2条第5号に定

める不動産鑑定士または不動産鑑定士補による

鑑定評価に基づき算出する方法によっておりま

す。 

再評価を行った年月日   平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

 △2,858百万円 

＊３ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、「土地再評価差額金」を資本の部に

計上しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号） 第2条第5号に定

める不動産鑑定士または不動産鑑定士補による

鑑定評価に基づき算出する方法によっておりま

す。 

再評価を行った年月日   平成14年３月31日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

      △3,147百万円 

＊４ 会社が発行する株式の総数 ＊４ 会社が発行する株式の総数 

普通株式 187,000,000株 

発行済株式の総数  

普通株式 66,355,000株 

普通株式 187,000,000株 

発行済株式の総数  

普通株式     66,355,000株 

＊５ 自己株式の保有数 ＊５ 自己株式の保有数 

普通株式 32,076株 普通株式       45,330株 

＊６ 関係会社に係る注記 

 各科目に含まれている関係会社に対する主なもの

は次のとおりであります。 

＊６ 関係会社に係る注記 

 各科目に含まれている関係会社に対する主なもの

は次のとおりであります。 

完成工事未収入金 588百万円 

売掛金 628百万円 

未収入金 1,330百万円 

差入敷金・保証金 691百万円 

工事未払金 5,026百万円 

預り金 18,531百万円 

完成工事未収入金    135百万円 

売掛金    565百万円 

未収入金      1,386百万円 

差入敷金・保証金   690百万円 

工事未払金      5,470百万円 

預り金 20,780百万円 

 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

 ７ 配当制限 

   商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は 431百万

円であります。 

 ７ 配当制限 

   商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は 180百万

円であります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１ 関係会社に係る注記 

 各科目に含まれている関係会社に対する主なもの

は次のとおりであります。 

＊１ 関係会社に係る注記 

 各科目に含まれている関係会社に対する主なもの

は次のとおりであります。 

完成工事原価 37,157百万円

受取利息 100百万円

受取配当金 694百万円

支払利息 19百万円

完成工事原価 39,720百万円

受取利息 134百万円

受取配当金 681百万円

支払利息 20百万円

＊２ 研究開発費の総額 ＊２ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用 

に含まれる研究開発費 
  619 百万円

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 
559 百万円

＊３ 固定資産除却損の内訳 ＊３ 固定資産除却損の内訳 

建物 11百万円

構築物 1百万円

工具器具及び備品 0百万円

合計 12百万円

建物  11 百万円

工具器具及び備品 3 百万円

ソフトウェア 20 百万円

合計  35 百万円

＊４ 固定資産売却損の内訳 ＊４         ────── 

建物 20百万円

構築物 0百万円

土地 56百万円

合計 77百万円

 
 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊５ 減損損失 

  当事業年度において、当社は以下の資産につい

て減損損失を計上しております。 

＊５         ────── 

用途 種類 場所 
減損損失 

（百万円）

賃貸用資産 土地、 
建物他 

福岡県福岡市
南区 

55 

遊休資産 土地、 
建物他 

長野県北佐久
郡軽井沢町他 

83 

計 － － 139 

 

  当社は、他の資産又は資産グループのキャッシ

ュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フロー

を生み出す最小の単位に拠って資産をグループ化

して減損の検討を行っております。その結果、賃

貸用資産の一部については賃貸相場低迷等により

収益性が低下しているため、遊休資産については

近年の地価下落のため、当該資産の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（ 139百万円）として特別損失に計上しておりま

す。その内訳は、土地28百万円、建物86百万円、

その他24百万円であります。 

 なお、当該資産の回収可能価額は、鑑定評価額

を基準にした正味売却価額により算定しておりま

す。 

 

＊６         ────── ＊６ 特別退職金 

  特別退職金は、当社の連結子会社である三井ホー

ムリモデリング㈱への転籍実施に伴う割増退職金

であります。 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（平成17年３月31日）及び当事業年度（平成18年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引 

  

(1) リース物件の取得価額 

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額 

 
建物 
(百万円)

工具器
具及び
備品 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額相
当額 

960 753 1,714 

減価償却累
計額相当額 

520 506 1,027 

期末残高相
当額 

439 247 687 

 
建物 
(百万円) 

工具器
具及び
備品 
(百万円) 

合計 
(百万円)

取得価額相
当額 

307 628 936 

減価償却累
計額相当額 

261 306 568 

期末残高相
当額 

46 321 368 

(2) 未経過リース料期末残

高相当額 

１年内 301百万円

１年超 402百万円

合計 704百万円

１年内   136百万円

１年超    239百万円

合計    376百万円

(3) 支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利

息相当額 

支払リース料 418百万円

減価償却費相当額 391百万円

支払利息相当額 20百万円

支払リース料    277百万円

減価償却費相当額    258百万円

支払利息相当額   13百万円

(4) 減価償却費相当額の算

定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

        同左 

(5) 利息相当額の算定方法  リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

        同左 

２．オペレーティング・リー

ス取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 2百万円

１年超 3百万円

合計 5百万円

１年内 2百万円

１年超  3百万円

合計  6百万円



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

退職給付引当金損金算入限度超
過額 

2,262百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,840百万円

減価償却費償却限度超過額 949百万円

関係会社株式評価損 699百万円

未払賞与 635百万円

完成工事補償引当金 562百万円

繰越欠損金 547百万円

その他 614百万円

繰延税金資産小計 8,112百万円

評価性引当額 △2,910百万円

繰延税金資産計 5,202百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △295百万円

たな卸資産配賦交際費 △0百万円

繰延税金負債計 △296百万円

繰延税金資産の純額 4,905百万円

繰延税金資産  

退職給付引当金損金算入限度超
過額 

    2,088百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額     1,720百万円

減価償却費償却限度超過額    896百万円

関係会社株式評価損    695百万円

未払賞与    671百万円

完成工事補償引当金    514百万円

繰越欠損金    659百万円

その他    566百万円

繰延税金資産小計     7,812百万円

評価性引当額   △2,805百万円

繰延税金資産計     5,006百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金    △123百万円

前払年金費用  △21百万円

たな卸資産配賦交際費  △0百万円

繰延税金負債計    △145百万円

繰延税金資産の純額     4,860百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.69％

（調整）  

評価性引当額の増減 △0.67％

住民税均等割等 3.03％

永久に損金に算入されない項目 5.47％

永久に益金に算入されない項目 △11.07％

その他 △0.62％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

36.83％

法定実効税率 40.69％

（調整）  

評価性引当額の増減 △5.17％

住民税均等割等 3.49％

永久に損金に算入されない項目 3.66％

永久に益金に算入されない項目 △13.63％

更正による影響 △13.04％

その他 1.48％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

17.48％



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

    該当事項はありません。 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 509.32 516.93 

１株当たり当期純利益（円） 22.83 25.43 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  潜在株式がないため、記載して

おりません。 

同左 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（百万円） 1,514 1,686 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,514 1,686 

普通株式の期中平均株式数（株） 66,328,936 66,317,345 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

            有価証券の金額が資産合計の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第121条の規定により記載を省略  

     しております。 

  

【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増加額及び当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産        

建物 26,091 2,162 1,123 27,131 15,069 2,091 12,061 

構築物 761 4 2 763 609 22 154 

車両運搬具 2 － － 2 2 0 0 

工具器具及び備品 979 59 46 992 852 62 140 

土地 13,847 － － 13,847 － － 13,847 

建設仮勘定 327 2,176 2,319 184 － － 184 

有形固定資産計 42,009 4,404 3,492 42,922 16,533 2,176 26,388 

無形固定資産        

ソフトウェア 1,428 884 407 1,905 503 239 1,402 

電話加入権 172 0 0 172 － － 172 

その他の無形固定資産 230 21 28 222 60 13 161 

無形固定資産計 1,831 906 437 2,300 564 252 1,736 

長期前払費用 568 135 135 568 238 118 330 

繰延資産        

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

資産の種類 
増加 減少 

内容 金額（百万円） 内容 金額（百万円） 

建物 

展示用建物 新設 

      建替 

 15棟 

  9棟 

1,956 

展示用建物 閉鎖 

      建替 

  8棟 

  4棟 

1,063 

建設仮勘定 展示用建物取得費用 1,907 －  － 



【資本金等明細表】 

 （注）当期末における自己株式数は、45,330株であります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）は一般債権の貸倒実績率による洗替額33百万円及び回収等による取崩額 

 8百万円であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 13,900 － － 13,900 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注） （株） (66,355,000) (－) (－) (66,355,000) 

普通株式 （百万円） 13,900 － － 13,900 

計 （株） (66,355,000) (－) (－) (66,355,000) 

計 （百万円） 13,900 － － 13,900 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金） 
株式払込剰余金 

（百万円） 3,475 － － 3,475 

（その他資本剰余金） 
資本準備金減少差益 

（百万円） 10,670 － － 10,670 

計 （百万円） 14,145 － － 14,145 

利益準備金及

び任意積立金 

（任意積立金） 
別途積立金 

（百万円） 18,000 － － 18,000 

計 （百万円） 18,000 － － 18,000 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金（注） 4,284 100 283 42 4,059 

完成工事補償引当金 1,382 1,144 1,261 － 1,265 

役員退職慰労引当金 120 27 49 － 98 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ．現金及び預金 

ｂ．完成工事未収入金及び売掛金 

（a）完成工事未収入金の相手先別内訳 

（b）売掛金の相手先別内訳 

（c）滞留状況 

区分 金額（百万円） 

現金 52 

預金  

当座預金 6,888 

普通預金  1,729 

定期預金 10 

別段預金 0 

計 8,629 

合計 8,681 

相手先 金額（百万円） 

全国農業協同組合連合会 617 

三井不動産㈱ 135 

阪急不動産㈱ 104 

個人のお客様 74 

個人のお客様 33 

その他 215 

計 1,181 

相手先 金額（百万円） 

茨城中央ホーム㈱ 90 

長野中央ホーム㈱ 76 

新潟中央ホーム㈱ 64 

群馬ホーム㈱ 61 

姫路ホーム㈱ 60 

その他 228 

計 582 

発生期別 完成工事未収入金（百万円） 売掛金（百万円） 

平成18年３月期 計上額 1,110 582 

平成17年３月期 以前計上額 70 － 

計 1,181 582 



ｃ．未成工事支出金 

（a）未成工事支出金の繰越・発生及び振替の状況 

 （注） 他勘定振替高は、仮払消費税等に振り替えたものであります。 

（b）期末残高の内容 

ｄ．販売用不動産、仕掛不動産勘定 

ｅ．貯蔵品 

前期末残高 
（百万円） 

当期支出額（百万円） 
完成工事原価への振
替額 
（百万円） 

他勘定振替高 
（百万円） 

当期末残高（百万円）

7,183 124,061 118,851 5,483 6,910 

材料費（百万円） 外注費（百万円） 経費（百万円） 合計（百万円） 

1,383 3,024 2,502 6,910 

地域 
面積 金額 

土地（㎡） 建物（㎡） 土地（百万円） 建物（百万円） 合計（百万円） 

販売用不動産      

東北地方 375.60 140.20 22 14 37 

関東地方 9,326.28 363.19 1,126 39 1,166 

東海地方 2,532.52 128.78 224 26 251 

近畿地方 641.32 120.00 62 4 66 

中国地方 252.74 － 27 1 28 

九州地方 454.29 203.70 20 11 31 

計 13,582.75 955.87 1,483 98 1,581 

仕掛不動産勘定      

東北地方 － － － － － 

関東地方 1,495.32 254.20 307 0 308 

東海地方 1,307.75 126.80 132 11 143 

近畿地方 5,031.46 145.99 457 3 460 

中国地方 1,851.97 245.41 45 12 58 

九州地方 281.10 140.30 1 2 4 

計 9,967.60 912.70 944 30 975 

品目 金額（百万円） 

販売促進用物品他 22 

計 22 



ｆ．関係会社短期貸付金 

ｇ．関係会社預け金 

② 負債の部 

ａ．工事未払金 

ｂ．未成工事受入金 

（a）未成工事受入金の繰越・受入及び振替の状況 

 （注） 他勘定振替高は、仮受消費税等に振り替えたものであります。 

（b）未成工事受入金の明細 

相手先 金額（百万円） 

三井ホームリンケージ㈱ 10,163 

三井ホーム福島㈱ 941 

西九州ホーム㈱ 547 

いわて中央ホーム㈱ 350 

東九州ホーム㈱ 344 

その他 34 

計 12,382 

相手先 金額（百万円） 

三井不動産㈱ 30,000 

計 30,000 

相手先 金額（百万円） 

三井デザインテック㈱ 1,802 

三井ホームコンポーネント㈱ 1,745 

㈱昭和工務店 971 

東芝テクノネットワーク㈱ 668 

三井ホームコンポーネント関西㈱ 644 

その他 14,132 

計 19,964 

前期末残高 
（百万円） 

当期受入額（百万円） 
完成工事高への振替額

（百万円） 
他勘定振替高 
（百万円） 

当期末残高（百万円）

11,920 154,836 146,769 7,338 12,649 

明細 金額（百万円） 

個人のお客様（注文住宅） 12,254 

法人等（建売請負） 394 

計 12,649 



ｃ．預り金 

(3) 【その他】 

 該当事項はありません。 

明細 金額（百万円） 

お客様預り金 1,075 

関係会社預り金  

三井デザインテック㈱ 4,228 

三井ホームエステート㈱ 4,084 

三井ホームリモデリング㈱ 3,378 

その他 9,089 

計 20,780 

その他 163 

合計 22,019 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 ＊ 株式の併合、1,000株への分割及び株券の取得者欄の満欄による新券交付手数料は無料としております。 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６ 月 中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券 100,000株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 
日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 ＊ １枚につき50円に当該株券に課せられる印紙税相当額を加算した額 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 
日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託にかかる手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社等である三井不動産株式会社は、継続開示会社であり、東京証券取引所及び大阪証券取引所に上場してお

ります。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第31期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月28日関東財務局長に提出 

２ 半期報告書 

  （第32期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月20日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

   平成17年６月28日

三井ホーム株式会社    

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 亀岡 義一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 佐藤 茂   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三井ホ

ーム株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三

井ホーム株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から固定

資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成18年６月28日

三井ホーム株式会社    

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 亀岡 義一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 佐藤 茂   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三井ホ

ーム株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三

井ホーム株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成17年６月28日

三井ホーム株式会社    

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 亀岡 義一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 佐藤 茂   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三井ホ

ーム株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第31期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三井ホ

ーム株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

るため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成18年６月28日

三井ホーム株式会社    

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 亀岡 義一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 佐藤 茂   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三井ホ

ーム株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第32期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三井ホ

ーム株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 
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